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第１章 計画策定にあたって 
 

 １． 計画策定の背景と趣旨 

本町は、平成 17年３月１日に鷲敷町、相生町、上那賀町、木沢村、木頭村の５町

村が合併し誕生しました。 

本町の 65 歳以上人口の割合（高齢化率）は 51.2％（令和３年９月末現在）と人

口の約半分が高齢者となっており、平成 26 年に後期高齢者人口のピーク、平成 27

年に高齢者人口のピークを迎えていることから、いわゆる 2025 年問題（団塊の世

代が 75歳以上となる）や 2040年問題（団塊ジュニア世代が高齢者となる）は都市

部に比べて進んでいます。 

市町村合併により広大な面積をもち、公共交通機関も衰退しつつある本町では、

買い物や通院時などの移送サービスに関する支援への要望も多いことから、制度に

よるサービスを利用するだけでなく、地域資源を生かし、人と人とのつながりを大

切にし、お互いに助け合う関係を築きながら、誰もが支え合う地域共生社会の実現

が求められています。 

合併時に策定した「那賀町まちづくり計画」で掲げている将来像『住む人、来る

人に魅力いっぱいのまち』の実現に向け、基本理念の１つにある「すべての人にや

さしい福祉のまちづくり」の考え方を踏襲し、平成 23 年度に「那賀町地域福祉計

画」、平成 28年度に「第２次那賀町地域福祉計画」を策定しています。 

この度、「第２次那賀町地域福祉計画」の計画期間が終了することを受け、地域に

おける様々な福祉課題に対応するため、現状と課題を再度洗い出して整理し、国が

示した地域福祉の指針や平成 27 年９月に国連サミットで採択された「持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）※」の視点を踏まえ、「第３次那賀町地域福祉計画」（以下「本

計画」）を策定しました。 

また、社会福祉協議会の実践的な活動及び活動を示す「地域福祉活動計画」およ

び成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画「成年後見制度

利用促進基本計画」、自殺対策についての計画「自殺対策基本計画」、再犯の防止等

の推進に関する計画「地方再犯防止推進計画」についても一体的に策定します。 

※SDGs（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称）とは 

令和 12 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標であ

り、「誰一人取り残さない」社会の実現をめざすまちづくりを進め

ています。 

SDGs は 17 のゴールと 169 のターゲットから構成されており、

地域福祉計画の各施策が SDGs の推進につな

がるものと考えており、本町では特に「3」

「11」「17」の SDGs の視点を持って、地域

生活課題に対応していく必要があります。 
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第１次地域福祉活動計画 

策定推進 

 
鷲敷地区     相生地区 
上那賀地区   木沢地区 
木頭地区 

計５地区 

ボランティアセンター
活動推進計画 

各地区「地域福祉活動計画」 

 ２． 計画の位置づけ 

本計画は、「那賀町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」「那賀町障がい者基

本計画・那賀町障がい福祉計画及び障がい児福祉計画」及び「那賀町子ども・子育

て支援事業計画」の上位計画として位置付けられ、個別的分野にとらわれない総合

的な視点で地域の課題を捉え、その解決を図る計画です。さらに、「那賀町地域防災

計画」と連携しながら進めていきます。 

 

 

 

 

 

  

那賀町まちづくり計画 

那賀町社会福祉協議会 

那賀町 

第３次那賀町地域福祉計画 
第 2期自殺対策基本計画 

第１期成年後見制度利用促進基本計画 

第１期再犯防止推進計画 

那賀町食育推進計画 

那賀町障がい者基本計画・ 
那賀町障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

那賀町子ども・子育て支援事業計画 

那賀町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

那賀町地域防災計画 

那賀町健康増進計画 健康那賀 21 

 連携・ 
一体的 

徳島県地域福祉支援計画 

徳島県自殺対策基本計画 

徳島県再犯防止推進計画 

成年後見制度利用促進基本計画 

自殺総合対策大綱 

再犯防止推進計画 

 【
徳
島
県
】 

【
国
】 

 
整
合
性 
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（１）地域福祉計画について 

  地域福祉計画は、「社会福祉法」第 107 条の規定に基づき、地域福祉推進の主体

である地域住民等の参加を得て、地域生活課題を明らかにするとともに、その解決

のために必要となる施策の内容や体制等について、庁内関係部局はもとより、多様

な関係機関や専門職も含めて協議の上、計画的に整備していくことを内容とするも

のです。 

 

 

 

地域福祉とは 

   「地域福祉」とは、年齢や障がいの有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域

で安心して暮らすために、さまざまな生活課題に対して、地域住民や社会福祉関

係者などが、お互いに協力して課題解決に取り組むことです。 

 

「地域共生社会」とは 

   近年の地域福祉では、「地域共生社会」の考え方が重要となっています。 

   「地域共生社会」とは、制度や分野

ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域

の多様な主体が「我が事」として参画

し、人と人、人と資源が世代や分野を

超えて「丸ごと」つながっていくこと

で、高齢者や障がいのある人、子ども

などすべての人々が、住民一人ひとり

の暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく社会のことをいいます。  

社会福祉法（抜粋） 

（市町村地域福祉計画） 

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定め
る計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

1 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通
して取り組むべき事項 

2 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
3 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
4 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
5 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるも
のとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価
を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変
更するものとする。 

参考：厚生労働省 地域共生社会のポータルサイト より 

一人ひとりの暮らし 
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地域福祉を進めるうえで大切なこと 

   生活課題の解決については、まずは身近な地域であいさつや地区の行事へ参加

することで、人と人との顔の見えるつながりができ、地域を支え合う人間関係を

つくることが大切となります。 

   令和３年度に実施した中高生アンケート及び住民アンケート結果によると、町

外に住んでいる中高生に比べて、町内の中高生はあいさつを自ら進んでしている

方が多くなっている反面、18 歳以上では、平成 28 年度と比較すると近所付き合

いの希薄化が出始めています。 

人間関係ができ、地域が団結することで地域に目が行き届き、これまで把握し

ていた生活課題だけでなく、今まで見えてこなかった課題についても発見するこ

とができるようになります。 

そして、発見された課題や多様化・複雑化した課題について、１人で抱え込ま

ず、地域全体で共有し、自治会や消防団、ＰＴＡなどの各種地域団体・関係機関、

社会福祉協議会、行政などがそれぞれの役割を果たし、お互いに力を合わせるこ

とで、問題解決に向けて取り組むことが大切となります。 

 

自助・互助・共助・公助と地域福祉 

   計画を推進していくためには、行政による「公助」や社会保険制度等の「共助」

だけでなく、自分ができることは自分でやるという自立と社会参加に向けての力

を高める「自助」、地域住民同士が支え合う「互助」が必要不可欠であり、「自助」

「互助」「共助」「公助」を最適に組み合わせ、役割分担と連携のもとで、課題解

決の仕組みをつくることが大切です。 

 

  

共助 

互助 

公助 

自助 
自分でできることを 

自分でする 住民同士の助け合い 

介護保険や社会保険など 

制度化された支え合い 

税財源による 

公的な支援制度 
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（２）地域福祉活動計画について 

  「地域福祉活動計画」とは、「誰もが安全に安心して暮らせる福祉のまちづくり」

を目指し、地域にかかわるすべての人が参画・協働して取り組む民間（社会福祉協

議会）の活動・行動計画（具体的な取組を示すもの）です。 

  

 

「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の関係性 

   地域福祉推進のための理念や仕組みをつくる「地域福祉計画」と、それを実行

するため、具体的な取組を示す「地域福祉活動計画」は、言わば車の両輪です。

これらが一体となって策定されることにより、行政や地域住民、社会福祉協議会、

地域福祉活動団体、ボランティア、事業所など地域に関わるすべてのものの役割

や協働が明確になり、より実効性のある計画づくりが可能となります。 

 

 
  

地域住民が地域で行動を起こす指針となるのが 

「地域福祉活動計画」です。 

地域福祉活動における「地図」のようなものです。 

地域福祉を推進して 

いくための行政計画 

 

地域福祉計画 

       住民や各種団体が 

       主体の計画 

 

地域福祉活動計画 

理念 

仕組み 

連携 

具体的な取組 
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（３）成年後見制度利用促進基本計画について 

  成年後見制度利用促進基本計画は、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平

成 28 年法律第 29 号）第 14 条の規定に基づく、市町村における成年後見制度の利

用促進に関する施策についての基本的な計画です。 

 

 

 

（４）自殺対策基本計画について 

  自殺対策基本計画は、自殺対策基本法（平成 28年４月改定）第 13条第２項（市

町村自殺対策計画等）の規定に基づき、本町の状況に応じた自殺対策を総合的かつ

計画的に推進するための計画です。 

 

 

  

成年後見制度利用促進法（抜粋） 

（市町村の講ずる措置） 

第 14 条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域におけ
る成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努める
とともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努
めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事
項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の
合議制の機関をおくよう努めるものとする。 

自殺対策基本法（抜粋） 

（基本理念） 

第２条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人
として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすこと
ができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進
するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されなけ
ればならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図ら
れ、総合的に実施されなければならない。 

（都道府県自殺対策計画） 

第 13 条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区
域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策計画」
という。）を定めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、
当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺対策
計画」という。）を定めるものとする。 
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自殺総合対策大綱の概要 

   自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めるもの

です。平成 19 年６月に初めての大綱が策定された後、平成 20 年 10 月に一部改

正、平成 24年８月に初めて全体的な見直しが行われました。平成 24年に閣議決

定された大綱は、おおむね５年を目途に見直すこととされていたことから、平成

28 年から見直しに向けた検討に着手し、平成 28 年の自殺対策基本法改正の趣旨

や我が国の自殺の実態を踏まえ、平成 29 年７月に「自殺総合対策大綱～誰も自

殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～」が閣議決定されました。 

 

目標 

１ 地域レベルの実践的な取組の更なる推進 

２ 若者の自殺対策、勤務問題による自殺対策の更なる推進 

３ 自殺死亡率を先進諸国の現在の水準まで減少することを目指し、令和８年まで

に平成 27年比 30％以上減少させる 

 

徳島県自殺対策基本計画（第２期） 

   平成 28 年 11 月に、同年４月の自殺対策基本法の改正を受け、「徳島県自殺対

策基本計画」を策定し、「誰も自殺に追い込まれることのない“暮らしやすい徳

島”の実現」を目指してきました。 

   平成 30年度に、計画期間の満了及び平成 29年７月に閣議決定された「自殺総

合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～」の内

容等を踏まえ、「徳島県自殺対策基本計画（第２期）」を策定しています。 

 

（５）地方再犯防止推進計画について 

  地方再犯防止推進計画は、「再犯の防止等の推進に関する法律」に基づく計画で

あり、市町村における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画です。 

 

  

再犯防止推進法（抜粋） 

（国等の責務） 

第４条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、再犯の
防止等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、再犯の防止等に関し、国との適切な役割分担を
踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を
有する。 

（地方再犯防止推進計画） 

第８条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村
における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯防止
推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、
これを公表するよう努めなければならない。 
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 ３． 計画期間 

  本計画は令和４年度を初年度とし、目標年次を令和８年度とする５か年の計画と

し、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

  

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

（2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027）

那賀町高齢者保

健福祉計画及び

第６期

介護保険

事業計画

次期計画

第４期

障がい

福祉計画

第１期障がい児福祉計画 第２ 期障がい児福祉計画 次期計画

那賀町高齢者保健福祉計画及び

第７期介護保険事業計画

那賀町高齢者保健福祉計画及び

第８期介護保険事業計画
次期計画

第１期那賀町子ども・子育て支

援事業計画
第２期那賀町子ども・子育て支援事業計画 次期計画

那賀町第２次障がい者基本計画 那賀町第３次障がい者基本計画

第５期障がい福祉計画 第６期障がい福祉計画 次期計画

第１期再犯防止推進計画

次

期

計

画

那賀町まちづくり計画（令和２年度変更）

第２次地域福祉計画 第３次地域福祉計画

第１次地域福祉活動計画

第１期成年後見制度利用促進計画

第１期自殺対策基本計画 第２期自殺対策基本計画
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 ４． 計画策定体制 

（１）那賀町地域福祉計画策定委員会による検討 

  本計画の策定においては、幅広い関係者の参画により、本町の地域特性に応じた

事業展開に努めることが必要です。そのため、行政機関内部だけでなく学識経験者、

保健医療関係者、福祉関係者、地域の代表者等の積極的な参加を得て、「那賀町地域

福祉策定委員会」を設置し、各種団体や市民の意見を広く反映させながら計画策定

を行います。 

 

（２）行政内部での調整 

  地域福祉に関する施策や事業を総合的・体系的に推進するために、庁内関係部署

による計画内容の調整を行います。 

 

（３）「地域福祉」に関するアンケート調査の実施 

福祉サービスに対するニーズや福祉意識、地域福祉活動への参加意向や状況、成

年後見制度や自殺対策に関するご意見等の把握を行いました。調査の実施方法は以

下のとおりです。 

 

 住民アンケート 中高生アンケート 

対象者 
那賀町にお住まいの 18 歳以上の

1,200 人（無作為抽出） 

那賀町にお住まいの中学生と 

那賀高校に通学されている方 

調査方法 郵送法（郵送による配布・回収） 
町内中学校及び那賀高校にて 

配布・回収 

調査時期 令和３年７月 令和３年７月 

配布数 1,200 件 302 件 

有効回収数 525 件 302 件 

有効回収率 43.8％ 100％ 
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（４）関係団体等調査の実施 

  関係団体等に対して、地域福祉に関する現場のニーズや課題を把握するために、

アンケート調査を実施しました。 

 

 
調査対象団体名 

会員数 

（人） 

会員実働数 

（人） 

職員数 

（人） 

発足期間 

（年） 

1 那賀町相生地区民生児童委員協議会 15 15 - 11 

2 那賀町あすなろ作業所 - - 4 27 

3 那賀町青年団 - - - 16 

4 那賀郡婦人団体連合会 70 20～30 - 80～90 

5 NPO 法人きさわクラブ 10 2 - 4 

6 おたすけ隊（西部地区） 20 14 1 半年 

7 あかね会 23 22 1 - 

8 那賀町老人クラブ連合会 656 656 0 17 

9 フレイルサポーター連絡会 28 23 2 3 

10 
①きとうおはなしの森 

②皆なぁ～で笑ろうて暮らさんか木頭 
5 6 1 28 

 

（５）地域福祉活動計画策定住民座談会（ワークショップ）の実施 

地域福祉推進は地域の一人ひとりが、自分たちのペースに適した進め方で実践し

ていくことが重要であり、計画の主体は地域にお住まいの住民です。 

本町では、町内５地区で地区座談会を開催し、地域の課題等について検討しても

らい、計画策定の基礎資料としました。 

 

地区 日程 会場 参加者数 

鷲敷 

地区 

令和 3 年 10 月２日（土） 那賀町地域交流センター 26 人 

令和 3 年 11 月 25 日（木） 阿井公民館 12 人 

相生 

地区 

令和 3 年 10 月 13 日（水） 相生健康センター 20 人 

令和 3 年 12 月 24 日（金） 相生老人福祉センター大広間 10 人 

上那賀 

地区 

令和 3 年 9 月 27 日（月） 上那賀合同出張所 11 人 

令和 3 年 12 月１日（水） 上那賀公民館 8 人 

木沢 

地区 

令和 3 年９月 24 日（金） 木沢総合防災センター 15 人 

令和 3 年 12 月 21 日（火） 木沢総合防災センター 12 人 

木頭 

地区 

令和 3 年 10 月 22 日（金） 木頭文化会館 12 人 

令和 3 年 12 月 22 日（水） 木頭文化会館 24 人 

令和 4 年 1 月 12 日（水） 木頭文化会館 20 人 
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第２章 那賀町を取り巻く現況と課題 
 

 １． 那賀町の人口の推移 

  令和３年９月末現在の人口は、男性 3,717人、女性 4,050人、総人口 7,767人と

なっています。男性・女性ともに「70～74歳」が最も多く、次いで、男性は「65～

69歳」、「60～64歳」の順、女性は「80～84歳」、「90歳以上」で多くなっています。 

  高齢化率は年々上昇しており、令和２年以降は 50％を超えています。 

 

 
※資料：住民基本台帳（令和３年９月末日現在） 
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35歳～39歳

40歳～44歳

45歳～49歳

50歳～54歳

55歳～59歳

60歳～64歳

65歳～69歳

70歳～74歳

75歳～79歳

80歳～84歳

85歳～89歳

90歳以上

（人）

【女性】
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146
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239

287

394

461

211

272

218

130
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10歳～14歳

15歳～19歳

20歳～24歳

25歳～29歳

30歳～34歳

35歳～39歳

40歳～44歳

45歳～49歳

50歳～54歳

55歳～59歳

60歳～64歳

65歳～69歳

70歳～74歳

75歳～79歳

80歳～84歳

85歳～89歳

90歳以上

（人）

【男性】

単位：人

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

（2017） （2018） （2019） （2020） （2021）

8,628 8,444 8,222 7,976 7,767

665 627 585 562 545

3,881 3,724 3,576 3,386 3,248

40歳～64歳 2,463 2,341 2,265 2,158 2,094

4,082 4,093 4,061 4,028 3,974

65歳～74歳（前期高齢者） 1,542 1,580 1,570 1,618 1,663

75歳以上（後期高齢者） 2,540 2,513 2,491 2,410 2,311

47.3% 48.5% 49.4% 50.5% 51.2%

※資料：住民基本台帳（各年９月末日現在）

総人口

年少人口（0歳～14歳）

生産年齢人口（15歳～64歳）

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率
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 ２． 出生数の推移 

  出生数は、平成 29年度は 40人となっていましたが、平成 30年度以降は 30人以

下となっています。 

 

 
※資料：住民基本台帳 

 

 ３． 要支援・要介護認定者の推移 

  要支援・要介護認定者は、令和３年９月末時点で 912人となっています。要介護

１、要介護２の比較的軽度の方が多くなっています。 

 

 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告」（各年９月末日時点） 
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 ４． 障がいに関する状況 

（１）身体障害者手帳所持者数の推移 

  身体障害者手帳の所持者数は令和２年度末現在 487 人となっており、平成 27 年

以降減少傾向となっています。 

  等級別の構成比は、重度（１～２級）が 47.6％、中度（３～４級）が 36.3％、軽

度（５～６級）が 16.2％、障害部位別では、肢体不自由が全体の約半数を占め最も

多くなっています。 

 

 

 

※資料：那賀町第３次障がい者計画・第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画（各年度末現在） 
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52

46

563 553
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0
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（2017）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和2年

（2020）

(人)

6級

5級

4級

3級

2級

1級

単位：人

563 553 523 487

18歳未満 4 3 3 2

18歳以上 559 550 520 485

1級 171 168 156 144

2級 102 100 91 88

3級 59 57 56 51

4級 128 127 130 125

5級 45 44 38 33

6級 58 57 52 46

視覚障害 35 36 33 32

聴覚・平衡機能 83 86 86 78

音声・言語・そしゃく機能 8 10 9 14

肢体不自由 310 291 260 234

内部障がい（心臓・腎臓・呼吸器・ぼうこうなど） 127 130 135 129

令和2年

（2020）

身体障害者手帳所持者数

等級

障害

種別

平成29年

（2017）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

年齢
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（２）療育手帳所持者数の推移 

  療育手帳の所持者数は、令和２年度末現在 85 人となっており、平成 29 年以降、

微減傾向となっています。 

 

 

※資料：那賀町第３次障がい者計画・第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画（各年度末現在） 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳所持者数 

  精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、令和２年度末現在 65 人となっており、

平成 29年以降、微増傾向となっています。 

 

 

※資料：那賀町第３次障がい者計画・第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画（各年度末現在） 
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 ５． 成年後見制度の利用状況 

（１）成年後見制度に関する相談数 

  成年後見制度に関する相談実人数は、令和３年度 10月末現在 12人となっていま

す。 

 
※資料：地域包括支援センター集計（各年度末現在、令和３年度のみ 10 月末） 

 

（２）成年後見制度町長申立て件数 

  成年後見制度町長申立て※１件数は、令和３年度 10月末現在３人となっています。 

 
※資料：保健医療福祉課集計（各年度末現在、令和３年度のみ 10 月末） 

 

町長申立て※１ 成年後見制度の利用が必要な状況であるが、本人や親族ともに申立てを行うこと

が難しい場合など、特に必要があるときは町長が申立てを行うことができます。 
 

（３）成年後見制度報酬助成件数 

  成年後見制度報酬助成※2件数は、令和３年度 10月末現在６人となっています。 

 
※資料：保健医療福祉課集計（各年度末現在、令和３年度のみ 10 月末） 

 

報酬助成※2 成年被後見人等で報酬額の助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると

町長が認めた者等に対し、町が成年後見人等の報酬を助成することです。 
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 ６． 刑法犯罪者の状況 

（１）令和２年 徳島県市町村別刑法犯認知件数 

  徳島県内の市町村別の刑法犯認知件数は、徳島市が最も多く、阿南市、鳴門市と

続き、那賀町は 7件と３番目に少なくなっています。 

 
※資料：徳島県警察ホームページ 

 

（２）刑法犯発生状況の推移 

  旧那賀警察署管内の刑法犯件数は、平成 29年 8件が最も多くなっています。 

  阿南警察署管内の刑法犯件数は、平成 30年 84件が最も多く、令和２年にかけて

減少しています。 

 
※令和２年度に、那賀署と阿南署が統合し、阿南署となっています。 

※資料：法務省矯正局提供データを基に那賀町作成 
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平成29年

（2017）

平成30年

（2018）
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 ７． 自殺者数及び自殺死亡率の推移 

  自殺者数は、令和２年３月末現在２人となっています。 

  本町の自殺死亡率（10万人対）は、人口が少ないため、全国・徳島県と比べて高

くなっています。 

 

 
※資料：厚労省「地域における自殺の基礎資料」 各年度末現在 

 

 

※資料：厚労省「地域における自殺の基礎資料」 各年度末現在 

  

2 
3 

2 2 

0

1

2

3

4

平成29年

（2017）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和2年

（2020）

(人) 那賀町自殺者数

22.6 34.9 23.8 24.5

15.3
11.5

14.8 14.7

16.5
16.2 15.7 16.4

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

平成29年（2017） 平成30年（2018） 令和元年（2019） 令和2年（2020）

自殺死亡率（10万人対）

那賀町 徳島県 全国
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 ８． 「地域福祉」に関するアンケート調査結果 

■家族構成（住民） 

 「親と子（２世代）」が約４割と最も多く、次いで、「夫婦のみ」「単身」の順となっ

ています。「単身」を地区別にみると、旧木頭村、旧上那賀町、旧木沢村、旧鷲敷町、

旧相生町の順となっています。 

    

 

 

■那賀町は暮らしやすい町か（住民） 

全体では、「暮らしやすい」が 47.6％と約半数を占めています。 

地区別に「暮らしやすい」が最も多いのは旧相生町（59.1％）、「暮らしにくい」が

最も多いのは旧木頭村（19.4％）となっています。 

 

  

単身

13.5%

夫婦

のみ

27.6%

親と子

（２世代）

41.7%

親と子と孫

（３世代）

13.1%

兄弟や親族 0.6%
その他

2.3%

無回答

1.1%

全体（N=525）

14.4

8.5

17.8

16.7

18.1

旧鷲敷町（N=181）

旧相生町（N=164）

旧上那賀町（N=73）

旧木沢村（N=30）

旧木頭村（N=72）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%
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■那賀町に今後も住み続けたいか（住民） 

 「ずっと住み続けたい」が 53.9％と最も多く、次いで、「当分は住みたい」23.8％

の順となっています。平成 28年度と比較してもほぼ同様の結果となっています。 

 那賀町に住み続けたい１番の理由は、「住宅に満足しているため」が最も多くなっ

ており、平成 28年度と比較すると「仕事のため」「住宅に満足しているため」が微増

しています。 

 町外に移りたい１番の理由は「日常生活が不便なため」が全体の６割以上を占めて

います。 

 

 

【那賀町に住み続けたい 1番の理由】 
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■大人になっても那賀町に住み続けたいか（中高生） 

中学生・高校生ともに、「どちらとも言えない」が最も多く、次いで、中学生は「一

度は町外へ出たいが、将来は戻りたい」、高校生は「町外に住みたい」の順で多くなっ

ており、「ずっと住み続けたい」と答えた方はどちらも１割未満となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■近所の大人にあいさつをしているか（中高生） 

近所の大人にあいさつを「自分から進んでしている」と答えた方は、旧鷲敷町で約

９割、旧木頭村で８割となっていますが、町外では６割を下回っています。 

 
 

  

7.0

9.6

31.0

14.5

29.5

32.5

32.6

43.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

中学生全体（N=129）

高校生全体（N=83）

ずっと住み続けたい

一度は町外へ出たいが、将来は戻りたい

町外に住みたい

どちらとも言えない

自分から進んで

している

74.5%

相手がした時には

している

22.8%

あいさつは

していない

2.6%

全体（N=302）

大人になっても那賀町に住み続けたい 

理由は「生まれ育った故郷だから」が 

最も多い！ 

町外に住みたい理由は、中１～高１は「買

い物や遊びに行ける場所が多いから」、高２

～３は「行きたい学校や就職先があるか

ら」が最も多い！ 

※高２は同率１位 

88.1

72.9

70.8

66.7

80.0

58.9

旧鷲敷町（N=109）

旧相生町（N=59）

旧上那賀町（N=24）

旧木沢村（N=3）

旧木頭村（N=15）

町外（N=90）

0.0% 50.0% 100.0%
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■近所の人とは普段どのような付き合いをしているか（住民） 

 「会えば立ち話をする」が最も多く、次いで「日ごろから親しく付き合っている」

の順で多く、７割以上の方が近所付き合いをしています。 

 平成 28年度と比較すると、近所付き合いがある方は減少しており、「あいさつする

程度であまり近所付き合いはない」と回答した方が若干多くなっています。 

 近所付き合いをしていない理由は、「仕事などで家をあけることが多く、知り合う

機会がない」が最も多くなっています。 

 

 

 

  

近所付き合いを

していない人 
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■近所の人に助けられたことやお世話になったことが「ある」方（中高生） 

町外に比べると、近所の人に助けられたことやお世話になったことが「ある」と答

えた方が多くなっています。 

 主な内容としては、「野菜や果物などをおすそわけしてくれた」、「自転車でこけた

時やケガをした時に助けてくれた」、「小さい頃に遊んでもらった」、「落とし物や忘れ

物を届けてくれた」などが挙がっています。 

 

 
  

40.7

45.9

40.8

60.0

33.3

32.7

37.3

43.1

57.6

33.3

100.0

53.3

24.4

51.7

40.0

40.0

41.4

58.9

54.1

59.2

40.0

66.7

65.5

62.7

56.9

42.4

66.7

46.7

74.4

48.3

60.0

60.0

100.0

58.6

0.3

1.8

1.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（N=302）

中学1 年生（N=37）

中学２年生（N=49）

中学３年生（N=45）

高校１年生（N=57）

高校２年生（N=55）

高校３年生（N=59）

旧鷲敷町（N=109）

旧相生町（N=59）

旧上那賀町（N=24）

旧木沢村（N=3）

旧木頭村（N=15）

町外（N=90）

生まれた時から（N=145）

小学校に入る前から（N=25）

小学生の時から（N=10）

中学生の時から（N=2）

高校生の時から（N=29）

ある ない 無回答
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■日常生活や医療・福祉のことで困っていること、不安なこと（住民） 

「土地や家の維持管理」「買い物、通院時等の移動手段」「防犯や災害」で困ってい

る方が多くなっています。 

平成 28年度と比較すると、「不安はない」と回答した方が 3.5ポイント減少してい

ます。 

 

 １位 ２位 ３位 

旧鷲敷町

（N=181） 
土地や家の維持管理 

買い物、通院時等の 

移動手段 

防犯や災害／ 

不安はない 

旧相生町

（N=164） 
土地や家の維持管理 防犯や災害 

買い物、通院時等の 

移動手段 

旧上那賀町

（N=73） 
土地や家の維持管理／防犯や災害 

買い物、通院時等の 

移動手段 

旧木沢村

（N=30） 
防犯や災害 土地や家の維持管理 

買い物、通院時等の 

移動手段 

旧木頭村

（N=72） 

買い物、通院時等の 

移動手段 
土地や家の維持管理 防犯や災害 
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■日常生活で不自由になった場合、近所の人に手助けしてもらうとありがたいと思うこと 

近所の人が日常生活で不自由になった場合、あなたが手助けできると思うこと（住民） 

手助けしてもらうとありがたいことは「体調不良や緊急時の手助け」が 53.0％と最

も多く、次いで「見守りや安否確認」が 41.3％となっています。 

手助けできることは「見守りや安否確認」が最も多く、約６割を占めています。 

約６割の方が手助けできると回答している「見守りや安否確認」について、見守り

体制の構築を進めるほか、「体調不良や緊急時の手助け」について支援をしていく必

要があります。 

 

 
  

41.3

21.1

20.2

26.7

53.0

10.7

4.8

16.2

2.7

4.4

63.8

37.0

28.4

24.4

48.4

4.0

4.2

8.4

3.2

4.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

見守りや安否確認

話し相手や悩みごと相談

ゴミ出しや買い物、家事の手助け

通院等の送迎や外出の手助け

体調不良や緊急時の手助け

家族の生活や介護に関すること

育児や子育てに関すること

特にない

その他

無回答 全体（N＝525）

手助けしてもらうとありがたいと思うこと 手助けできると思うこと
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■ボランティア活動について（住民・中学生） 

住民のボランティア活動への参加状況をみると、「現在やっている」と答えた方は

18 歳以上で 15.2％、中高生で 7.6％となっていますが、「過去にやったことがある」

と答えた方を含めると、18歳以上では約４割、中高生では約６割が“参加したことが

ある”と答えています。 

参加したことがあるボランティア活動をみると、18歳以上では、「お祭り」「地域の

出役や清掃活動」に参加している方が約半数を占めています。中高生では、「お祭り」

に参加している方が約８割を占めています。 

中高生は、ボランティア活動を通じて「地域・社会の役に立てた」と感じている方

が最も多くなっています。 

18 歳以上の方のボランティアに参加したことがない理由としては、「仕事・アルバ

イトで忙しい」「体調面に不安がある」が多くなっており、「ボランティア活動する機

会があればしてみたい」と答えた方は 29.8％を占めています。 

また、やってみたいボランティア活動をみると、18 歳以上では、「地域の環境を守

る活動（花木で彩る・草刈り活動・休耕田活用・清掃活動など）」、中高生では、「地域

を盛り上げるイベントや行事に関すること」が最も多くなっています。 

 

 

参加している地域の活動や行事 

 18 歳以上（N=181） 中高生（N=109） 

１位 お祭り お祭り 

２位 地域の出役や清掃活動 地区運動会 

３位 参加していない 地区文化祭 

 

やってみたいボランティア活動 第１位 

18 歳以上（N=181） 中高生（N=109） 

地域の環境を守る活動（花木で彩る・草刈

り活動・休耕田活用・清掃活動など） 

地域を盛り上げるイベントや行事に関する

こと 

  

15.2

7.6

29.3

48.7

52.8

43.4

2.7

0.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

18歳以上（N=525）

中高生（N=302）

現在やっている 過去にやったことがある やったことはない 無回答
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■成年後見制度について（住民） 

成年後見制度を「知っている」「聞いたことはあるが、内容は知らない」「知らない」

と回答した方はそれぞれ約３割となっています。 

また、成年後見制度を「知っている」「聞いたことはあるが、内容は知らない」と回

答した方の中でも相談窓口を知らない方が約７割を占めています。 

    
 

 

■判断能力の低下や金銭管理が不安になった時、支援してくれる方について（住民） 

判断能力の低下や金銭管理が不安になった時、支援してくれる方の有無については、

「いる」と回答した方は約８割を占めています。 

また、「いる」と回答した方の中で、支援してくれる方が「子」と回答した方が 70.6％、

「配偶者」と回答した方が 52.7％となっています。 

   

 

  

31.4

31.0

32.0

5.5

0.0% 10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%

知っている

聞いたことはあるが、

内容は知らない

知らない

無回答

成年後見制度の周知状況

（N=525）

25.0

70.7

4.3
0.0%

20.0%
40.0%
60.0%
80.0%

100.0%

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

相談窓口の周知状況

（N=328）

81.0

13.1
5.9

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

い
る

い
な
い

無
回
答

支援してくれる方の有無

（N=525）

52.7

13.4

70.6

16.2
4.5 1.4 0.9

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

配
偶
者

親 子 兄
弟
・
姉
妹

子
の
配
偶
者

そ
の
他

無
回
答

支援者

（N=425）
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■現在の悩みやストレスについて（中高生） 

現在の悩みやストレスについては、「勉強や進学について」が 51.7％と半数以上を

占めており、次いで、「自分の性格や癖について」が 27.5％、「自分の顔や体型につ

いて」が 16.6％の順に多くなっています。 

また、高校２年生では「特にない」が約半数を占めています。 

 

 

■悩みやストレスに関しての相談窓口の認知状況（住民・中高生） 

18歳以上、中高生ともに、相談窓口を「知らない」と回答した方が、約６割と全

体の半数以上を占めています。 

 

  

51.7

15.2

8.3

16.6

27.5

6.6

13.2

5.6

3.6

29.1

3.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

勉強や進学について

友人との関係について

先輩・後輩との関係について

自分の顔や体型について

自分の性格や癖について

家庭や家族について

部活動について

恋愛について

その他

特にない

無回答
（N=302）

24.8

58.9

16.4

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

18歳以上

（N=525）

35.8

59.3

5.0

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

中高生

（N=302）
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 ９． 関係団体等ヒアリング調査結果 

  10ページに記載した関係団体ヒアリングの結果（抜粋）は、次のとおりです。 

 

■活動範囲（地域）・活動頻度 

  活動範囲は「町内全域」、活動頻度は「不定期」が、半数を占めています。 

  

 

■普段活動されている中で困っていることや地域の人々から日常の困りごと（抜粋） 

 
 

■那賀町を「安心して暮らせるまち」にするための課題（抜粋） 

 

40.0

50.0

10.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

町内の一部地域

町内全域

町内と近隣市町

県内全域

隣接県を含む地域

特に決まっていない

その他

無回答

活動範囲

（N=10）

10.0

10.0

0.0

0.0

10.0

20.0

50.0

0.0

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

毎日

週５～６回

週２～４回

週１回

月２～３回

月１回

不定期

その他

無回答

活動頻度

（N=10）

・住民のプライバシーにどこまで踏み込んでいいのか戸惑う 

・個人や世帯の情報の提供不足 

・新規会員不足、会員減少 

・災害後の道路整備 

・地域での認知度がまだ低いため、活動が満足にできない 

・田畑、家、山等の整理 

・こども園からおはなし会会場（文化会館）への参加の移動手段が低年齢児のため難

しいのでバス（公用車）の利用を要望したい 

・地域の方に内容を理解していただき住民への協力をお願いする方法に困っている 

・認知症の人との接し方 

・少子高齢化や過疎化の進行と地域社会の変化 

・生活基盤の弱体化（スーパー等・医療機関の減少・公共交通機関の廃止・減少等） 

・認知症高齢者の増加 

・「地域力」の低下→自治会・町内会・婦人会・青年団等の加入率の低下 

・住民同士のつながり強化 

・健康維持 

・住民目線だけではなく、細部にわたり年齢などを考慮したケアを実施すること 

・少子化の中、地域の人たちみんなで未来の子どもを育む風土づくり 



29 

 １０． 地域福祉活動計画策定住民座談会（ワークショップ）結果 

  10 ページに記載した地区座談会（ワークショップ）の結果は、次のとおりです。 

 

（１）鷲敷地区 

■地域の課題 

・土日祝日医療・介護支援 

・医療機関・買い物等の生活面での移動手段 

がない 

・独居高齢者が増加し、状況把握や会話が 

しにくくなっている 

・地域が広くて集まりにくいうえ、隣近所 

との関係やコミュニティのつながりが薄 

い 

・空き家・空き地の増加、農地の荒廃・ 

放棄地の増加 

・高齢化で部落の班構成が変わりつつある 

・若い人が少ないのでいつまでたっても自分たちが頑張らなくてはならない 

・後継者不足になりつつある 

 

■地域にあったらいいなと思うこと 

・多世代交流の場（ホットサロン、みんなが集まれる集いの場）がほしい 

 例）料理教室の開催・高齢者の会食会・子どもの食育 

・一人暮らしや高齢者世帯等を対象とした配食サービスがほしい 

・新しくできた堤防を使ってウォーキングコースを作りたい（健康維持やウォーキ

ングコースでのコミュニケーション） 

・フレイルサポーターを４名から 10名に増やしたい 

 

■活動内容・具体的行動 

・一人暮らしや高齢世帯への声掛けや 

安否確認、話し相手やごみ出しの手伝い 

・コツコツと幅広い仲間づくり 

・那賀高校とのつながりを強くし、多世代 

交流や担い手の確保を行う 

・地域イベントへの協力をする 

・要望を聞く耳をもち、自ら情報収集する 

・おたすけ隊や西部婦人会、なでしこやか 

まし隊と連携し、独居高齢者を支える 

 

  

【第 1回 座談会】 

【第２回 座談会】 
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（２）相生地区 

■地域の課題 

・子どもの学校以外でのつながりが希薄している 

・移住者のその後の支援が必要 

・交通手段や移動手段を持たない人の生活 

・急病のとき、夜間に行ける病院が近くにない 

・小圏域での定期的なゆるいつながりが希薄 

・男性のつどいの場参加減少 

・担い手が不足しているため、困っている人が 

いても対応不可 

・若者流出・独居や高齢者の世帯増加 

・那賀町を体験できる観光が少ない 

・災害時の避難所や住民が利用しやすい、調理できる施設がない 

・避難所の設備の不十分、老朽化 

・空き家の修繕をしないと近隣住民の二次的な被害が起こる 

 

■地域にあったらいいなと思うこと 

・若い世代が働ける場の充実や選択肢の増加 

・多世代交流の場（若い世代と年齢層の高い世代）がほしい（誰もがふらっと立ち寄

れる場） 

・ウィズコロナでもできる地域活動やイベント 

・地区毎での出入りしやすい環境づくり 

・組織や会の簡略化 

・子どもが体を動かして遊べる場所、居場所 

・安全・安心に川遊びや釣りなどできる場所、遊びを教える機会 

・那賀町観光案内番組（ケーブルテレビなど） 

 

■活動内容・具体的行動 

・地域ぐるみで地域力向上に関する活動を行う 

・地域を自分事に考え参加・協力・利用するこ 

とからはじめる 

・相生の良さ（ボランティア精神の強さ）を活 

かし、地域活性につなげる 

・横と横とのつながりを意識し、情報収集だけ 

ではなく、情報発信もする 

・おたすけ隊の情報をしっかりアピールし、困っている方が利用できるようにする 

・田舎バイトの斡旋、紹介（求人掲示板） 

・オンラインイベントの検討・開催 

・自宅内の有償片づけ（お金）を行う  

【第 1回 座談会】 

                                                                                                                                     

【第２回 座談会】 
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（３）上那賀地区 

■地域の課題 

・独居高齢者の見守り・食事・安否確認 

・どこまで手助け・援助をしたらよいのか 

が分からない 

・高齢化で地域を支える人材が不足し、行 

事の維持が難しい 

・買い物や移動手段の支援 

・年齢の差があり、隔たりができている 

・「誰かがしてくれる」の感じが強く、できる人ばかりに負担が増える 

・体操などで住民の交流ができている地域とできていない地域の差がある 

・困りごとを「どこに・誰に」相談したらいいのか分からない 

 

■地域にあったらいいなと思うこと 

・たすけあいの仕組みづくり 

・町内や小地区での定期的な車の講習会の開催 

・月１回でもいいから、買い物ツアーのような企画がほしい 

・運転免許返納者の送迎サービス 

・ボランティアタクシーの仕組みを上那賀にもほしい 

・地元の食事提供者と連携を図り、配食サービスの充実を図る 

・いきいき 100歳体操のような交流の場の維持 

・「小計」や「水崎」にもコミュニケーションの場作り 

・多世代交流できる機会や場所がほしい 

・月２回配食サービスをしてほしい 

・一日一回は栄養バランスが取れた食事の提供ができる仕組みづくり 

 

■活動内容・具体的行動 

・地域住民が協力し合い、生き抜く力をつける 

・ささえあいも大事だが自分でできることまで、取り上げないように活動する 

・いきいき 100歳体操を拠点につながりを充実させる（男性参加者を増やす） 

・困っている人の情報を地域で把握する 

・一人暮らしの方へ保健師さんと協力し、 

見守りや訪問相談を行う 

・つどいの場へ気軽に参加してもらえるような 

雰囲気づくりを行い、参加会員を増やす 

・担い手の育成に力を入れる 

・地域の環境を守る 

  

【第 1回 座談会】 

【第２回 座談会】 
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（４）木沢地区 

■地域の課題 

・買い物・通院の移動手段 

・避難時の移動手段 

・自分自身の運転が不安になってきた 

・いきいき 100歳体操以外のつどいの場 

 が少ない 

・サロンの内容がマンネリ化している 

・交流の場の情報を知りたい 

・独居高齢者が増加し、閉じこもりやひ 

きこもりが深刻化している。 

・相談される内容がいっぱいで、どこに伝えていいのか分からない 

・自分たちがやめた時、次に誰が自分たちを支えてくれるのか 

・生活支援の仕組みが木沢全域でほしい 

・できる人にどんどん負担が増加 

・災害時に不安や配慮が必要な方へのサポート 

 

■地域にあったらいいなと思うこと 

・たすけあいによる買い物支援 

・木沢地区で高齢者向けの運転講習 

・健康器具がある、つどいの場 

・団体やつどいの場の担い手 

・木沢でフレイルサポーターが２人なので 

増やしたい 

・木沢おたすけ隊の PR 

・「たすけて」と言いやすい関係性づくり 

・「たすけあい」の仕組みづくり 

・困ったときは「お互いさま」のまちづくり 

・避難所の見直しや避難訓練の実施(集落単位まで) 

・災害避難時に先導して、避難指示を出せる人がほしい 

 

■活動内容・具体的行動 

・おたすけ隊の利用を促進して、買い物で困っている人の手助けをする 

・興味がありそうな人へ声掛けをする 

・あいさつや気安く声掛け、まずは向こう三軒両隣の関係性を築く 

・認知症や障がい者に対して理解を深める 

・生活支援の仕組みづくりを検討する 

・避難場所を行政と相談し見直す 

・夜間の緊急医療体制や夜間診療の確保  

【第 1回 座談会】 

【第２回 座談会】 
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（５）木頭地区 

■地域の課題 

・気軽におしゃべりする場や多世代交流の場がない 

・サロンをどう続けていくか不安 

・習い事の選択肢がない 

・地域に若者がいない 

・30代・40代の結婚が難しい、出会いの場が 

 少ない 

・災害時の安否確認 

・木頭診療所の無医地区の解消 

・行政との連携をどう進めていくか 

・家やお墓の掃除や管理ができなくなってきている 

・防災組織の見直し（名簿も含め） 

 

■地域にあったらいいなと思うこと 

・気軽におしゃべりする場や多世代交流の場（地区の運動会） 

・災害時の安否確認の方法 

・ボランティア活動等によるお花のまちづくり 

・木頭踊りや産業文化祭の復活 

・若い世代へ働く場所や出会いの場の提供 

・ご近助サポーター制度を充実して発展させる 

・隣組のうたの普及・啓発 

・地区ごとや木頭全体での避難訓練の実施 

・災害時に情報を早く知る体制 

・誰が誰を避難させるか明確化させる 

 

■活動内容・具体的行動 

・木頭の観光案内（情報発信や観光客への案内） 

・送迎や買い物で困っている方のお手伝い（コロナの関係もあるので、人を乗せない

買い物のお手伝い） 

・サロン活動やいきいき 100歳体操をみんなで続ける 

・若い世代の出会いを木頭のみんなで支える 

・チャイムに地元で親しみのある音楽を流す（例：隣組のうた） 

・地元の民謡や木頭踊り、ゆず音頭を広め、伝統を後継していく 

・木頭のみんなで、花いっぱいのまちづくりをする 

・隣近所の関係性を作る 

・住民と社協で防災士の会を発足し、防災の推進を行う 

・寝室に避難袋、ヘルメット、履物を用意しておく 

・各地区で防災についての話し合いの場を設ける 

  

【第 1回 座談会】 

【第２回 座談会】 
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 １１． 那賀町の地域活動と社会資源 

（１）ボランティア活動等の地域活動 

  福祉以外の分野でも保健・医療・文化活動・環境づくりなど幅広い活動が行わ

れています。 

 

■鷲敷地区 

団体名 活動内容 

朗読ボランティアどんぐり 大型紙芝居制作・学校等訪問・ロープウェイでの接待など 

ふれあいボランティア いきいきサロン開催など 

環境ボランティア 空き缶拾いボランティア 

西部サポート結（ゆい） 西部地区の高齢者日常生活支援 

西部おたすけ隊 西部地区の高齢者等に対する日常生活支援 

鷲敷地区民生児童委員協議会 ひとり暮らし高齢者訪問・歳末訪問など 

鷲敷老人クラブ連合会 清掃奉仕活動・友愛訪問活動など 

 

■相生地区 

団体名 活動内容 

相生みどりの会 
地域の公民館や学校などの剪定作業・有償ボランティア 
（対象者限定） 

なかメイト相生支部 引きこもり高齢者食事会・栄養指導・歳末訪問など 

お話し玉手箱 読み聞かせ・人形劇など（学校訪問・子育て支援・施設訪問） 

ケアフレンド 特養水の花荘支援 

平野エンゼル会 アルミ缶収集・地域の福祉施設への寄付や訪問など 

延野おたすけ隊 延野地域の高齢者等に対する日常生活支援 

あいあいネットワーク 
相生地区を楽しい活力ある地域にするための活動 
（環境整備・イベントなど） 

相生老人クラブ連合会 奉仕活動（空き缶拾い・草刈りなど）・友愛訪問活動 

青年団相生支部 イベント開催 

婦人会相生支部 イベント開催・日赤奉仕団体活動・施設訪問など 

相生地区民生児童委員協議会 ひとり暮らし高齢者訪問・歳末訪問など 
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■上那賀地区 

団体名 活動内容 

あかね会 配食サービス・独人老人会食会開催など 

配食サービス運転ボランティア 配食サービス弁当配達 

陽だまり 施設訪問・話し相手など 

ふれあい会 ちどり踊りの伝承・イベント参加など 

上那賀老人クラブ連合会 奉仕活動・友愛訪問活動など 

婦人会上那賀支部 募金ボランティア・日赤奉仕団活動 

平谷ともを偲ぶ会 忠魂碑の清掃管理 

上那賀地区民生児童委員協議会 ひとり暮らし高齢者訪問など 

 

■木沢地区 

団体名 活動内容 

みやこわすれ 人形制作・花植え・いきいきサロン・施設清掃など 

木沢おたすけ隊 木沢地域の高齢者等に対する日常生活支援 

黒瀧山清掃ボランティア 黒瀧寺及び周辺道路の清掃・草刈り活動 

木沢老人青鳩会 奉仕活動・友愛訪問活動 

木沢地区民生児童委員協議会 ひとり暮らし高齢者訪問など 

 

■木頭地区 

団体名 活動内容 

あかいも会 真心サービス（配食）・サロンなど 

おはなしの森 読み聞かせ・人形劇など（学校訪問・子育て支援・施設訪問） 

木頭民踊振興会 民謡を通して地域の方と交流（イベント参加など） 

下伴ボランティアの会 北川地域の清掃活動・防災活動など 

西宇ボランティア活動部 西宇地域の清掃美化活動 

つゆくさ 音楽活動 

木頭地区民生児童委員協議会 ひとり暮らし高齢者訪問など 

木頭ボランティア モンキードッグ 

 

■那賀町全体 

団体名 活動内容 

カフェあすなろ カフェあすなろ運営 

那賀川のぎく あすなろ作業所支援 

ミュージアムボランティア 相生森林美術館展示替え・清掃など 

防災士の会 防災活動の推進 

フレイルサポーター 那賀町におけるフレイル予防活動推進 

丹生谷清流座 イベント開催・施設訪問・学校訪問など 

那賀人 イベント開催・地域再生塾など 

アグリステーション NAKA 農業体験・農業支援など 
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（２）社会資源 

■高齢者関係 

鷲敷 

訪問介護 2 か所 介護老人福祉施設 １か所 

訪問リハビリテーション １か所 介護老人保健施設 １か所 

通所介護 ４か所 有料老人ホーム １か所 

居宅介護支援事業所 ５か所 サービス付き高齢者向け住宅 １か所 

相生 

訪問介護 １か所 居宅介護支援事業所 ２か所 

訪問リハビリテーション １か所 介護老人福祉施設 １か所 

通所介護 1 か所 グループホーム １か所 

通所リハビリテーション １か所  

上那賀 

訪問介護 １か所 居宅介護支援事業所 １か所 

訪問リハビリテーション １か所 介護老人福祉施設 １か所 

通所介護 １か所 ケアハウス １か所 

木沢 通所介護 １か所 

木頭 通所介護 １か所 グループホーム １か所 

 

■子ども関係 

鷲敷 認定こども園 １か所 地域子育て支援センター １か所 

相生 認定こども園 １か所 子育て世代包括支援センター １か所 

上那賀 認定こども園 １か所 

木頭 認定こども園 １か所 

 

■その他 

鷲敷 
集会所・公民館 20 か所 図書室 １か所 

スポーツ施設   ６か所 消防本部・消防署 1 か所 

相生 
集会所・公民館 44 か所 公的医療機関（診療所） １か所 

スポーツ施設  13 か所  

上那賀 
集会所・公民館 27 か所 公的医療機関（病院） １か所 

スポーツ施設   ７か所 消防署 1 か所 

木沢 
集会所・公民館 15 か所 公的医療機関（診療所） １か所 

スポーツ施設   3 か所  

木頭 
集会所・公民館 16 か所 公的医療機関（診療所） １か所 

スポーツ施設   ５か所 図書館 １か所 
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 １２． 地域福祉に関する課題まとめ 

 

 
 

・令和３年度９月末現在、全体の人口の半分以上が高齢者 

・住民アンケート結果や地区座談会の結果より、日常生活等で困っていることは

「買い物・通院時の移動手段」と回答している方が多い 

【住民アンケート結果より】 

・買い物や病院に行く時に「自分で車やバイクを運転していく」と回答した方が

約８割を占めているが、高齢運転者対策の充実・強化により、自動車運転免許

証の返納が増加することも見込まれることから、通院・買い物等の移動に不自

由を感じる人がさらに増える可能性がある 

・“町外に移りたい”と答えた約１割の方の理由としては、「日常生活が不便なた

め」が６割を超えている 

・暮らしの問題で困ったときの相談先は「家族・親類」が約９割を占めており、「町

役場」は 17.3％、「社会福祉協議会」は 6.5％と低くなっている 

・日常生活で不自由になった場合、近所の人に手助けしてもらうとありがたいと

思うことの１位は「体調不良や緊急時の手助け」、２位は「見守りや安否確

認」、近所の人が日常生活で不自由になった場合、あなたが手助けできると思う

ことの 1位は「見守りや安否確認」、２位は「体調不良や緊急時の手助け」とな

っている 

【中高生アンケート結果より】 

・那賀町を「安心して暮らせるまち」にするために大切なことは「近所や地域で

助け合うこと」が約６割と最も多い 

 

 

 
 

・団体等のアンケート調査や座談会の結果より、担い手が不足していることが課題

として挙げられている 

【住民アンケート結果より】 

・現在ボランティア活動を行っている方は２割未満となっており、ボランティア活

動に参加していない理由として「始めるきっかけがない」（約２割）、「情報がな

い」（約１割）と答えた方がいることから、担い手が眠っている可能性がある 

・参加してみたいボランティア活動は「地域の環境を守る活動」「災害時のボラン

ティア活動」が多い  

暮らしの困りごと解決の仕組みづくり 
 

課題１ 

担い手不足 課題２ 
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・近所の人との付き合い方を平成 28年度と比較すると、「あいさつする程度であま

り近所付き合いはない」と回答した方が若干増加しており、近所付き合いの希薄

化が各地区でみられる 

【中高生アンケート結果より】 

・今後「ボランティアに参加したい」と回答した方が約２割、「時間があれば参加し

たい」が約３割、「友達や知人が一緒ならば参加したい」が約２割と、約７割の中

高生がボランティアに“参加したい”と回答しており、特に「地域を盛り上げる

イベントや行事に関すること」への参加意向が高い 

 

 

 
 

【住民アンケート結果より】 

・自分に必要な「福祉サービス」の情報を「ほとんど入手できていない」と解党し

た方が約２割となっており、福祉に関する情報の入手先は「広報なか」が約７割、

「社協の広報誌」が約３割 

・地域の防災訓練や自主防災組織に「参加していない」方は全体の約４割を占めて

おり、理由としては「行事・活動の情報がない」と回答した方が２割を超えてい

る 

・福祉のまちづくりを進めるために重要なことについては、「わかりやすい福祉の情

報提供」が約６割と最も多い 

・成年後見制度を「知っている」と回答した方は約３割、相談窓口を「知らない」

と回答した方は約７割 

・自殺対策の取組として、必要だと思うことや充実させてもらいたいことで「生活

上で困ったときの相談窓口や、こころの健康や自殺に関する相談窓口を周知する」

が約４割 

【住民アンケート・中高生アンケート結果より】 

・悩みやストレスに関する相談窓口を知らない方は 18歳以上、中高生ともに約６ 

割 

 

  

地域福祉に関する情報の周知 課題３ 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

 １． 基本理念 

本計画の上位計画にあたる「那賀町まちづくり計画」の基本構想では、『住む人、

来る人に魅力いっぱいのまち』を将来像として設定し、その実現に向けた基本目標

の一つに、「すべての人にやさしい福祉のまちづくり」を掲げています。 

本計画ではこの考え方を踏襲し、計画の基本理念として設定します。また、地域

福祉活動計画・自殺対策基本計画・成年後見制度利用促進基本計画・地方再犯防止

推進計画も含めた計画になるため、新たに、基本理念にサブタイトルとして『お互

いさまの社会の実現に向けて』を掲げました。 

 

基 本 すべての人にやさしい福祉のまちづくり 
～お互いさまの社会の実現に向けて～ 理 念 

 

 

 ２． 包括的な支援体制の構築 

お互いさまの社会の実現に向け、子ども・障がい・高齢・生活困窮といった分野

別の支援体制では、複雑・複合的な課題や狭間のニーズへの対応が困難になってい

る現状があります。 

これらの課題やニーズに対応していくためには、まず、地域の課題を地域住民が

「我が事」として認識し、主体的に解決に向けた取組を進めるための基盤づくりに

合わせ、地域からの相談を包括的に受け止める支援体制の構築が必要になることか

ら、「重層的支援体制整備事業」の利用も視野に入れ、相談内容や属性等にとらわれ

ない包括的な支援体制の構築を図ります。 

 

 

 

  

 

重層的支援体制整備事業は、“属性を問わない相談支援”・“参加支援”・“地域づくりに向

けた支援”を一体的に実施する包括的な支援体制を整備することで、市町村全体の支援機

関・地域の関係者が断らず受け止め、つながり続ける支援体制の構築を目指すものです。 

その支援対象者は福祉、介護、保健医療、住まい、就労、教育、地域社会からの孤立等

の属性を問わない、あらゆる課題を抱えるすべての町民です。 

重層的支援体制整備事業 
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【地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ】 

 

 ※資料：平成 30 年版厚生労働白書 ―障がいや病気などと向き合い、全ての人が活躍できる社会にー 

 

 

 ３． 基本目標 

 

 

 

 

 

 

  

安心して生活できるまちづくり 基本目標 １ 

地域には様々な課題を持った人々が生活しています。住み慣れた地域で誰

もが安心して生活をしていくために、交通手段や防災・防犯体制の充実など

の環境整備と福祉サービス等の有効利用推進を図ります。 

支え合いによるまちづくり 基本目標 2 
 

既存施設を有効活用し、地域住民によるコミュニティ活動の活性化を図り、

世代間・地域間の交流を進め、地域の連携強化を促し、町民の自主的な活動

による支え合いを推進します。 
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需要に応じた福祉サービスの提供 基本目標 3 
 

少子高齢化や世帯の小規模化により多様化する福祉ニーズに応えるために

は、既存の福祉サービスだけでは十分ではありません。 

また、本町の面積は徳島県の総面積の約２割を占めており、町の９割以上

が森林となっていることから、地理的な条件により、地域資源や福祉サービ

スの提供に地域差が生じています。限られた社会資源を有効に活用しながら、

すべての地域に需要に応じたサービス体系の構築を図ります。 

地域福祉の担い手づくり 基本目標 ４ 
 

福祉は人づくりからと言われています。地域福祉推進のために、福祉人材

の育成とともに、より多様な個人と組織が地域福祉活動を担えるよう支援し

ていきます。 

一人でも多くの自殺を防ぎ、町内の「自殺者ゼロ」を 
目指す（自殺対策基本計画） 

 

基本目標 ５ 
 

自殺は、本人にとってこの上ない悲劇であるだけでなく、家族や周りの人々

に大きな悲しみと生活上の困難をもたらす大きな社会的損失です。町民総ぐ

るみによる「生きることの包括的な支援」として自殺対策を総合的に推進し、

町内の「自殺者ゼロ」を目指します。 
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 ４． 施策体系 
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防災・防犯に備えた体制の充実 

（那賀町再犯防止推進計画含む） 

 

保健・医療・福祉体制の充実 

移動手段・外出支援の確保 

自立支援体制の構築 

 

地域のつながりの強化 

ボランティア活動の推進 

見守り・助け合いの推進 

ノーマライゼーションの地域づくり 

情報提供体制・相談支援体制の充実 

サービスの質の向上と利用者の 

視点に立ったサービスの提供促進 

地域福祉の推進に関する 

各種福祉施策の進行管理 

福祉人材の確保・育成 

福祉教育の推進 

自殺予防サポーターの養成 

地域での心の健康づくりの推進 

 

妊産婦(産後うつ)・子どもや 

青少年の自殺予防対策の推進 

普及啓発の推進 

【p.43】 

【p.4７】 

【p.4８】 

【p.50】 

【p.59】 

【p.60】 

【p.61】 

【p.62】 

【p.63】 

【p.64】 

【p.64】 

【p.65】 

【p.66】 

【p.70】 

【p.70】 

【p.71】 

【p.73】 

関係機関の連携と人材の確保 【p.74】 

ハイリスク者対策の推進 【p.75】 
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第４章 具体的な取組と今後の方向性 
 

基本目標１ 安心して生活できるまちづくり 

（１）防災・防犯に備えた体制の充実 

①感染症対策について 

   近年、世界的に流行している新型コロナウイルス（COVID-19）の世界における

感染者数は、令和３年 10月末現在で 2.5億人以上、死亡者数は 450万人を超え、

日本においても感染者数は 172 万人以上、死亡者数も 1.8 万人以上となってお

り、全世界において猛威を振るっています。 

 感染防止のために、人と人とが距離をとり、接触する機会を減らすことが求め

られ、「新しい生活様式」が広く根付いてきています。その結果、様々な事業や地

域活動が自粛され、社会的な孤立や高齢者の虚弱化等の問題が深刻化しています。 

 

行政 

・あらゆる感染症に対する必要な対策の検討 

・「新しい生活様式」での支援や活動方法の検討 

・見守り体制の整備を推進 

・感染症対策に必要な物資の備蓄・調達・輸送体制の整備 

 

社会福祉

協議会 

・新しい交流活動 

・オンライン講座の実施 

・個別訪問、電話やインターネット等を用いた安否確認 

 

町民 

・ 

地域 

・マスクの着用 

・手洗いの励行 

・「３密」（密集・密接・密閉）の回避 

・不要不急の外出は控える 

・オンラインイベントの提案・開催 
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②防災体制について 

   今後の発生が懸念されている南海トラフ巨大地震、台風や局地的な大雨がも

たらす風水害や土砂災害など、様々な災害から住民の生命と財産を守るために

は、計画的な防災対策が必要です。災害の発生を完全に防ぐことは不可能であ

るため、災害時の被害を最小化する「減災」の考え方を基本方針とします。 

   自然災害や火災などの大規模災害時には、町・県・防災関係機関の活動が制

約されるため、地域住民による活動が重要となります。そのため、地域住民一

人ひとりの防災意識の向上および防災行動力の強化が必要不可欠となっていま

す。 

 

行政 

・「那賀町地域防災計画」の適切な運用 

・地域住民や自主防災組織、関係機関と連携し、被害を最小限に食

い止めるための体制強化を図る 

・「避難行動要支援者名簿」の整備・更新、支援関係者との情報共 

 有 

・「避難行動要支援者名簿」に登録されている人のうち、避難方法を

あらかじめ定めておく必要があると考えられる人について、支援

関係者と連携して個別計画の策定を進める 

 

社会福祉

協議会 

・避難行動要支援者登録情報を避難支援等関係者で共有し、災害時

のボランティアセンター設置を想定した、地域住民が迅速かつ安

全に避難できるよう、地域で実践的な訓練の実施 

 

町民 

・ 

地域 

・自主防災会など地域ぐるみの防災活動に取り組む 

・一人ひとりが災害について学び、災害時に誰もが先導して指示で

きるようになる 

・各家庭で防災グッズや備蓄品を備え、災害時の持ち物を事前に想

定して準備しておく 

・防災訓練へ参加し、避難場所や避難経路を確認する 

・災害時に配慮が必要な人を把握する 

・災害時の安否確認、避難誘導の体制づくり 

・災害時に地域でどうするか話し合いをしておく（安否確認方法の

確立等） 
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③再犯防止への支援（那賀町再犯防止推進計画） 

   犯罪や非行をした人の中には、貧困や疾病、厳しい生育環境等、様々な生きづ

らさを抱え、立ち直りに多くの困難を抱える人が少なくありません。 

こうした生きづらさを抱える人たちの課題に対応し、その再犯を防止するため

には、社会復帰をするための支援と社会が受け入れる体制づくりが重要です。 

支援が必要な人が適切な制度を利用することは、他者の援助を受けなくなると

いうことを単に援助のゴールとするのではなく、制度・サービスを継続的に利用

しながら、他者や地域との関わりで生きていく力を身につけていくことです。 

誰もが安心して暮らすことができるまちづくりとして、誰もが社会の一員とし

てお互いを尊重し、支え合うことで、地域住民が立ち直ろうとする人を支え、受

け入れることのできる地域社会の実現を目指します。 

なお、本項の「再犯防止への支援」を再犯の防止等の推進に関する法律第８条

第１項に基づく「那賀町再犯防止推進計画」として位置付けます。 

 

行政 

・徳島県において策定された「徳島県再犯防止推進計画（2020（令

和２年）年３月 26日）」を踏まえ、広報・啓発活動に取り組む 

・「社会を明るくする運動」や「再犯防止啓発月間（７月）」におい

て、広報・啓発を実施する 

・国・民間団体等との連携強化に努める 

・就労・住居の確保に取り組む 

・徳島保護観察所や徳島法務少年支援センター、コレワーク四国等

の刑事司法関係機関及び更生保護施設、保護司会※１等との連携に

努める 

・刑事司法関係機関と保健・医療・福祉関係の連携を強化し、福祉

サービスの利用と再犯防止に努める 

・非行の防止及び学校等と連携した支援を行う 

 

社会福祉

協議会 

・自立への支援に向けた相談業務の充実と関係機関との連携を図る 

・孤立や複合的な課題を抱える人や家族へのサポート 

 

町民 

・ 

地域 

・防犯活動に積極的に参加する 

・地域の人と困ったことを相談しあえる関係を築く 

・地域の中で課題を抱えた人が孤立しないよう見守り、交流をする 

・日常的に声かけや見守りを通して、防犯意識の向上に努める 

 

  



46 

 

保護司※１ 

法務大臣が委嘱する更生保護のボランティアで、罪を犯

して保護観察を受けることとなった人の生活を見守り、

相談にのるほか、助言なども行います。また、犯罪予防の

ための世論の啓発に取り組むなど、安全・安心な地域社会

づくりのために活動しています。 

 

【関係機関・団体】 

名称 所在地 電話番号 

コレワーク四国（高松矯正管区矯

正就労支援情報センター） 

香川県高松市丸の内１－１ 

高松法務合同庁舎地下１階 
0120-29-5089 

徳島法務少年支援センター 

（徳島少年鑑別所） 
徳島市助任本町５－40 088-652-4115 

徳島保護観察所 
徳島市徳島町城内６－６ 

徳島地方合同庁舎５階 
088-622-4359 

 

 

  

 

【支援の考え】 

犯罪被害者等（犯罪等により被害を受けた方及びそのご家族・ご遺族）の方々は、直

接的な被害だけでなく、様々な形で二次被害にも苦しめられています。 

  犯罪の被害に遭ったことが原因で、被害者やその家族がそれまでの職につけなくなっ

たり、居住地変更を余儀なくされたりする状況が存在し、こうした場合において、地域

住民の将来にわたる安心、安全な生活を保障するために、那賀町においても犯罪被害者

等支援条例を制定しました。 

 

 【那賀町犯罪被害者等支援条例】 

 

 

 

 

 

 

 

犯罪被害者等支援 

 １.日常生活の支援 

 ２.保健医療サービス及び福祉サービスの提供 

 ３.安全の確保 

 ４.居住の安定 

 ５.雇用の安定 

 ６.支援金の支給 
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（２）保健・医療・福祉体制の充実 

  すべての人が安心して暮らしていくためには、保健、医療、福祉、住まい、地域

における支え合いに関する取組を連携して進め、重層的な支援を行っていく必要が

あります。 

  また、アンケート調査では、福祉のまちづくりを進めるために重要なこととして、

「保健・医療・福祉の連携」との回答は約４割を占めており、時間外（夜間）、土曜

日、日曜日、祝日の診療の実施など医療体制の充実を求める声が多く挙がっていま

す。 

 

行政 

・地域に密着した地域包括ケアの充実 

・関係機関と連携を図りニーズに応じた医療供給体制の確保 

・各種健診、健康教室、保健指導、健康相談の充実 

 

社会福祉

協議会 

・相談支援（窓口などの）体制の充実 

・行政や専門機関との連携 

・福祉機器・車輌貸出事業の継続に努める 

・低所得者や高齢者、障がい者の生活を支えるために生活福祉資金 

貸付制度を活用する 

 

町民 

・ 

地域 

・自ら各種健診を受診し、自分の身体の健康について気にかける 

・健康維持のため、つどいの場へ参加する 

・散歩など、日頃の運動を心がける 
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（３）移動手段・外出支援の確保 

①移動・交通手段の整備・改善 

   高齢者が住民の約半数を占めていることから、ひとり暮らしや高齢者のみの

世帯が増加しています。また、山間地域においては移動手段が不足しているこ

とから、日常生活の中で通院や買い物等に不自由を感じている人が多くなって

います。 

   アンケート調査や地区座談会でも、日常生活等で困っていることは「買い

物・通院時の移動手段」と回答している方が多くなっています。 

   また、令和２年６月 10日に公布された道路交通法改正（２年以内に施行）に

より、高齢運転者による交通事故情勢等を踏まえて、高齢運転者対策の充実・

強化が図られることとなりました。 

今後、自動車運転免許証の返納が増加することも見込まれ、通院・買い物等

の移動に不自由を感じる人がさらに増える可能性が考えられます。 

 

行政 

・高齢者を対象とした外出支援事業の支給量等の見直し 

・地域公共交通会議や関係課が協働連携し、公共交通の維持 

・ボランティアによる有償運送制度の導入支援 

・生活支援団体(おたすけ隊※１)の補助制度 

 

社会福祉

協議会 

・高齢者、障がい者等の外出を支援するボランティアや担い手の育

成を図る 

・生活支援団体(おたすけ隊)の支援 

 

町民 

・ 

地域 

・地域に住む外出支援が必要な方への支援を行う 

・各地区でのたすけあいの仕組み化に取り組み、支え合いの輪を拡

げる 

・住民同士、家族や友人に相談しやすい関係性を築く 

・地域で困っている人の情報の把握・共有 

 

おたすけ隊※１ 

高齢者等の多様な生活の困りごとに対し、地域住民が主

体となって、掃除・洗濯・買い物・ゴミだし・庭の手入れ・

車両を利用した移送支援等、多様な生活援助を行います。 
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②買い物弱者への支援 

   近隣の商店の撤退や高齢化の進展などにより、日常の買い物に不便を感じて

いる「買い物弱者」が増えています。 

   住民アンケートや座談会でも、「買い物」に関しての意見が多く出ており、特

に、木頭地区では住民アンケートの『日常生活や医療・福祉のことで困ってい

ること、不安なこと』の１位が「買い物、通院時等の移動手段」となっていま

す。また、『町外に移りたい１番の理由』においても「日常生活が不便なため」

が全体の６割以上を占めていることから、町全体で買い物に不便を感じている

人が多くなっていることがわかります。 

 

行政 

・那賀宅配サービス事業※１の継続・促進 

・那賀町内の商店の利用を促す、プレミア付き商品券発行事業※２の

継続 

・移動販売助成事業※３の継続・促進 

・町内販売事業者の需要確保 

 

社会福祉

協議会 

・交通空白地有償運送事業（木沢地区のみ）の継続のため、担い手 

の確保や育成に努める 

・買い物弱者に関するボランティア団体に対し、サポートを行う 

 

町民 

・ 

地域 

・地域に住む買い物で困っている人への協力・声掛け 

・住民同士、家族や友人に相談しやすい関係性を築く 

・地域で困っている人の情報の把握・共有 

・おたすけ隊の利用を促進し、買い物で困っている人の手助けを 

行う 

・コロナの関係もあるので、人を乗せない買い物のお手伝い 

・買い物ツアーや会食会を企画する 

 

那賀宅配サービス事業※１ 
那賀町の加盟店へ電話で注文をすると、自宅に商品を届

けてくれるサービス。商工会が実施。町からの補助あり。 

プレミアム付き商品券※２ 

「那賀町の暮らし応援します券」という名称で那賀町商

工会が発行し、那賀町内限定で使用できる商品券。町から

の補助あり。 

移動販売助成事業※３ 
移動販売実施事業者に対して、ガソリン代等の補助。商工

会が実施。町から補助金あり。 
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（４）自立支援体制の構築 

①生活困窮者自立支援 

   生活困窮者は、経済的困窮のほか、育児、障がい、病気、介護など複合的か

つ複雑化した課題を抱えていることが多くなっています。子ども、若者、中高

年者、高齢者など全世代の各分野に対して、包括的で継続した相談・支援が的

確に行える相談支援体制づくりと相談支援員の人材育成が必要となります。 

 

行政 

・くらしサポートセンター那賀の周知 

・自立相談支援機関やハローワークと緊密な連携体制の構築 

・支援を必要とする方の情報の把握 

 

社会福祉

協議会 

・生活困窮者自立支援事業の推進に努める 

・くらしサポートセンター那賀の運営を行う 

・相談支援員の人材育成に努める 

 

町民 

・ 

地域 

・声をかけあい、顔が見える関係をつくる 

・向こう三軒両隣との交流を深める 

・地域に情報入手が困難な方がいたら、代わりに情報収集する 

・困りごとがある場合は、一人で抱えずに身近な人や相談機関に相

談する 

 

  

 

平成 27 年４月から生活困窮者自立支援法がスタートしたことに伴い、本町でも「生活

困窮者自立支援事業」が始まり、「くらしサポートセンター那賀」を設立しました。 

「くらしサポートセンター那賀」では、生活のさまざまな困りごとを抱えている人を対

象に、専門の支援員が無料で相談に応じ、関係機関や関連制度・事業と組み合わせながら

適切な援助をしています。 

 

土曜・日曜・祝祭日の個別相談窓口として、専用回線を開設しています。 

電話：080-7520-2089 （9：00～17：00） 

※各種申請や手続き等は平日の対応となります。 

 

平日の相談窓口（申請等含む対応）は那賀町社会福祉協議会までご連絡ください。 

電話：0884-64-0026 （9：00～17：00） 

※社会福祉協議会各支所（鷲敷・相生・上那賀・木沢・木頭）においても、 

相談を受け付けています。 

くらしサポートセンター那賀 
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②就労・就学支援 

   近年、世界的に流行している新型コロナウイルス（COVID-19）により、職を

失った方や生活保護世帯だけでなく、中には、ＤＶや虐待、多重債務など複合

的な要因を抱えている方や、稼働能力があっても就労経験が乏しく継続的な就

労ができないため生活が困窮するという方もいます。 

   様々な問題に対応するため、相談体制の充実を図るとともに、ハローワーク

など関係専門機関と連携していく必要があります。 

 

行政 
・相談体制の充実 

・関係専門機関との連携 

 

社会福祉

協議会 

・生活困窮者自立支援事業の推進を図る 

・シルバー人材センター事業の推進を図る 

・関係機関との連携や情報共有 

 

町民 

・ 

地域 

・地域に情報入手が困難な方がいたら、代わりに情報収集する 

・シルバー人材センターへ登録する 

・困りごとがある場合は、一人で抱えずに身近な人や相談機関に相

談する 

・それぞれの地域でできるバイトを斡旋し、必要な方に紹介する 

 

 

③地域生活支援拠点等の整備 

   障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のための機能

をもつ場所や体制のことを地域生活支援拠点といいます。 

   居住支援のための主な機能は、相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・

場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくりの５つを柱としています。 

   本町においは、「第３次障がい者計画・第６期障がい者福祉計画・第２期障がい

児福祉計画」の中で、地域生活支援拠点の整備に向けた検討を行うため、令和５

年度末までに総合的・専門的な相談支援の実施を目指し、広域での基幹相談支援

センター設置を目標に掲げています。障がい者本人が望む生活の実現に向けて、

限りある社会資源を活用し、スポーツや文化芸術活動も含め、関係機関と協力し

て支援するとともに生活を地域全体で支えるサービス提供体制の構築を目指し

ています。 
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行政 ・地域生活支援拠点等の整備に向けた検討 

 

社会福祉

協議会 

・地域、住民へのニーズ調査等を行う 

・小さな拠点の整備に向けた検討 

 

 

④権利擁護の推進 

   誰もが地域で安心して生活するためには、認知症高齢者、知的障がい者や精神

障がい者といった判断能力が十分ではない方々の権利や財産などが守られ、虐待

などの権利侵害を受けることがないよう、予防的かつ積極的な権利擁護の仕組み

が求められます。 

今後、認知症高齢者の増加や、障がい者を支えている家族の高齢化に伴い権利

擁護の支援が必要となる人が増えることが予想されることから、より一層、権利

擁護についての意識啓発や制度・事業の周知に取り組みます。 

 

行政 

・個別のケースについて専門家を交えて支援の検討を行う「高齢者・

障がい者権利擁護ネットワーク定例検討会」等を活用し、住民の

権利擁護に努める 

・「高齢者・障がい者虐待防止ネットワーク連絡会議」での事例報告

や専門家の講義を受けることにより、関係機関との情報共有や職

員の資質向上を図る 

 

社会福祉

協議会 

・成年後見制度や日常生活自立支援事業などの権利擁護に関する制

度の周知・啓発 

・権利擁護利用に関する相談を受付、必要に応じて関係機関と連絡

を取りながら問題の解決を図る（町が主催する検討会等） 
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⑤成年後見制度利用促進（那賀町成年後見制度利用促進基本計画） 

   認知症高齢者や知的障がい、精神障がいのある人の意思決定を支え、地域で自

分らしい生活を送ることができるよう支えるのが権利擁護支援です。身上保護や

財産管理の支援を行う成年後見制度もその一つですが、まだ十分には利用されて

いない現状があります。 

   国は、成年後見制度の利用促進について「成年後見制度の利用促進に関する法

律」(平成 28 年法律第 29 号第 23 条第 1 項)において各市町村が成年後見制度の

利用促進に関する施策について基本的な計画を定めるよう努めることとしてい

ます。こういった国の動向も踏まえ、本町では「那賀町高齢者保健福祉計画」「那

賀町障がい者福祉計画」との整合、連携を図り「那賀町成年後見制度利用促進計

画」を策定し、成年後見制度の利用促進に努めます。 

 

■成年後見制度の周知及び啓発・人材育成 

成年後見制度利用者数は令和３年 11月時点で 30人となっています。 

住民アンケート調査結果では、成年後見制度を「知っている」と回答した方

は約３割、成年後見制度の窓口を知らない方が７割を超えていることから、成

年後見制度の周知及び利用に向けた情報提供が必要となっています。 

また、高齢者の増加に合わせて成年後見制度の利用ニーズが高まることが見込

まれる一方、専門職による成年後見人等の担い手不足が課題として挙げられます。

現在本町では、那賀町社会福祉協議会が法人後見を行っていますが、さらなる支

援体制の充実に向けて、各団体との連携による新たな担い手の育成など、人材確

保・育成の必要性が求められています。 

 

行政 

・制度についてのパンフレットの作成・配布、広報誌、ホームペー

ジの活用、講演会や相談会の開催など、様々な媒体を活用して幅

広く周知啓発 

・各種研修事業等を実施し、新たな担い手の育成など、人材確保・

育成に努める 

 

社会福祉

協議会 

・社協だより・社協ホームページで周知 

・成年後見制度に関する講演会 

・社協行事等での成年後見制度の説明・相談受付 
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【成年後見制度の全体像】 

 

 

 

 

  

後見 保佐 補助

対象となる方
判断能力が欠けているの

が通常の状態の方
判断能力が著しく不十分な方 判断能力が不十分な方

援助人 成年後見人 保佐人 補助人

経年後見人等が

同意又は取り消す

ことができる行為

日常の買い物などの生活

に関する行為以外の行為

重要な財産関係の権利を得喪

する行為等（民法13条1項記

載の行為）

申立ての範囲内で裁判所

が定める行為(民法13条1

項所定の行為の一部)

(本人の同意が必要)

成年後見人等に

与えられる代理権

財産に関するすべての

法律行為

申立ての範囲内で裁判所が定める特定の行為

　(本人の同意が必要)

代理権のみ

(本人との契約で

定めた事項)

任意後見制度
法定後見制度

判断能力がある方

任意後見人

すでに判断能力が不十分i
判断能力が不十分に

なったときに備える

認知症、知的障がい、精神障がいなどの精神上の障害によって判断能力が十

分でない方々の支援者を選び、その支援者が本人に代わって財産管理や身上保

護を行う制度です。 

 成年後見制度には、将来判断能力が不十分になった時に備えて利用する「任

意後見制度」と、判断能力が不十分になった後利用する「法定後見人制度」の 2

種類があり、法定後見制度には「成年後見」「保佐」「補助」の 3つの類型があ

ります。 

成年後見制度とは 
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■権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 

   成年後見制度をはじめとした権利擁護支援を必要とするすべての人々が適切

に支援を受けられるよう、その機能強化に向けて成年後見制度も関わる機関・

団体等との連携を図る地域連携ネットワークを構築します。 

   地域連携ネットワークでは、「協議会」(法律・福祉の専門職団体や関係機関

が構成員)を組織化し、「チーム」(本人及び本人への支援を行う親族、福祉・医

療や地域の関係者と成年後見人等)への支援を進めます。 

 

行政 

・権利擁護支援が必要な人の発見、支援 

・早期の段階から相談・対応が可能な体制整備 

・権利擁護支援について、法律・福祉の専門職団体や関係機関が連

携し支援できる体制整備 

・チームを支援する「協議会」の設置及び運営 

・後見等の運用方針等についての家庭裁判所との情報交換・調整等 

 

社会福祉

協議会 

・権利擁護支援が必要な人の発見・支援 

・早期の段階から相談・対応が可能な体制整備（町主催権利擁護ネ

ットワーク検討会） 

・日常生活自立支援事業利用者を必要に応じて成年後見へとつなげ

る（日常生活自立支援事業では対応しきれない利用者） 

・法人後見運営委員会の充実 

・被後見人支援のための関係機関との連携（家庭裁判所等） 

 

 

 

 

 

  

 

 

権利擁護支援の地域連携ネットワークとは 

「権利擁護支援の必要な人の発見・支援」 

「早期の段階からの相談・対応体制の整備」 

「意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体

制の構築」 

という３つの役割を念頭に、既存の保健・医療・福祉の連携（医療・福祉に

つながる仕組み）に司法も含めた連携の仕組みを構築する者とされ、「チー

ム」「協議会」「中核機関」を構成要素とします。 
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【那賀町における地域連携ネットワークのイメージ】 

 
※「地域における成年後見制度利用促進に向けた体制整備のための手引き」を参考に作成 

 

チーム 

権利擁護が必要な人について、本人に身近な親族や福祉・

医療・地域の関係者等が協力して日常的に本人を見守り、

本人の意思や状況を継続的に把握し、必要な対応を行う

仕組み。後見等開始後は、後見人が加わります。 

協議会 

後見開始の前後を問わず、「チーム」に対し法律・福祉の

専門団体や関係機関が必要な支援を行えるよう、専門職

団体や関係機関が連携体制を強化し、各専門職団体や各

関係機関が自発的に協力する体制づくりを進める合議

体。 

中核機関 

地域連携ネットワークのコーディネイトを担う中核とな

る機関であり、広報機能、相談機能、制度利用促進機能、

後見人支援機能等を有します。また、専門職による専門的

助言等の支援を確保します。 

協議会の事務局。 

 

  

本人 後見人等

(認知症高齢者)

チーム

ケアマネジャー

医療機関

介護サービス

事業者

家族、親族

ボランティア

地域住民

本人 後見人等

(障がい者)

チーム

相談支援専門員

医療機関

障害福祉サー

ビス事業者

家族、親族

ボランティア

地域住民

協議会

事務局（那賀町保健医療福祉課）

家庭裁判所

医療機関

金融機関

弁護士・司法書士会・

社会福祉士会等

那賀町社会福祉協議会

民生委員児童委員協議会

徳島県

中核機関

（直営＋一部委託）

那賀町保健医療福祉課・

那賀町地域包括支援

センター

特定非営利活動法人と

くしま高齢者・障がい

者権利擁護      

（とくしま絆ネット）

一部委託

保健所

警察

消防

民生委員
民生委員

高齢者・障がい者施設、

介護事業所等

役場関係課等

連携・支援

那賀町保健センター

消費者行政

連携
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■成年後見制度利用促進の中核となる機関の設置 

   権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築し、効果的に機能する仕組みとし

ていくために、進捗管理・コーディネート等を行う「司令塔機能」、地域における

協議会を運営する「事務局機能」、地域において権利擁護支援の方針や、本人にふ

さわしい成年後見制度の利用についてなどの検討や専門的判断を担保する「進行

管理機能」といった役割を担う中核機関を設置します。 

 

行政 

・町の直営により中核機関を設置し、その業務の一部を特定非営利

活動法人とくしま高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク(とく

しま絆ネット)へ委託します 

・社会福祉協議会及び関係機関の協力を得ながら、中核機関の機能

強化に取り組みます 

 

社会福祉

協議会 

・徳島県市町村社協法人後見連絡協議会への参加（法人後見の受任

体制の推進） 

・町主催の「高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク定例検討会」

と連携し、専門的判断を得ることにより成年後見制度の利用促進

につなげる。 

 

 

【那賀町における地域連携ネットワーク及び中核機関が担うべき具体的機能のイメージ】 

① 広報機能 

・広報誌や、ＣＡＴＶ、パンフレットの配布等による

権利擁護支援や成年後見制度の普及・啓発 

・セミナーや講演会の企画・案内 

【担い手・仕組み】 

那賀町（保健医療福祉課）、那賀町地域包括支援センター、那賀町社会福祉協議会 

 

② 相談機能 
・権利擁護支援や成年後見制度等の利用に関する相談

対応及び支援の体制整備 

【担い手・仕組み】 

【一次相談】那賀町（保健医療福祉課）、那賀町地域包括支援センター 

障がい者相談支援事業所 

【二次相談】定例検討会※１（役場保健医療福祉課・那賀町地域包括支援センター・ 

那賀町社会福祉協議会・とくしま絆ネット） 

 

定例検討会※１ 

年 6 回、法律・福祉専門職（とくしま絆ネット）、役場保

健医療福祉課、地域包括支援センター、社会福祉協議会、

支援関係者等が個別ケースの権利擁護支援（成年後見制

度利用支援等）に関する協議を行っています。 
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③ 成年後見利用促進機能 ― 

〇受任者調整（マッチング）等の支援 

取り組み 担い手・仕組み 

後見人候補者の支援 那賀町地域包括支援センター 

受任者調整（マッチング）等 定例検討会 

家庭裁判所との連携 那賀町（保健医療福祉課） 

 

〇担い手の育成・活動の促進 

取り組み 担い手・仕組み 

後見人候補者の支援 那賀町地域包括支援センター 

受任者調整（マッチング）等 定例検討会 

 

〇日常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移行 

取り組み 担い手・仕組み 

― 定例検討会 
 

 

④ 後見人支援機能 
・チームによる見守りの体制整備 

・親族後見人、市民後見人等からの日常的な相談に応じる体制整備  

【担い手・仕組み】【一次相談】那賀町（保健医療福祉課）、那賀町地域包括支援センター 

【二次相談】定例検討会 

 

⑤ 不正防止の効果 
・地域連携ネットワークやチームによる見守りの体制整備  

・家庭裁判所との連携体制の構築 

【担い手・仕組み】 ①から④の機能を整備することにより効果が期待される 

 

 

■町長申立て及び成年後見制度利用支援事業の促進 

   高齢者、知的障がい者、精神障がい者等について、その福祉を図るために必要

があると認めるときは、町長による後見等開始の審判申立てを行います。 

また、成年後見制度の利用に関する費用負担が困難な方に対して、審判の申

立て費用及び成年後見人等への報酬の助成を行います。 

 

行政 

・「那賀町成年後見制度利用支援事業実施要綱」に基づき、関係機関

との連携のもと、町長申立てや費用助成を適切に実施し、成年後

見制度の利用を促進します 

 

社会福祉

協議会 

・本人または親族等が申立てを行うのが困難な方を町長申立ての検

討へつなげます 
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基本目標２ 支え合いによるまちづくり 

（１）地域のつながりの強化 

  個々のライフスタイルが多様化し、地域の連帯感が薄れてきています。また、急

速に進む人口減や少子高齢化、世代間の価値観・意識に違いがあり、地域福祉の基

盤となる支え合い機能の低下が心配されています。 

  住民アンケート調査結果では、『日頃から近所の住民と何らかの付き合いがある』

方が前回調査結果から減少しており、座談会でも「近所付き合いがなくなってきて

いる」という意見も寄せられていました。 

  一方、中高生アンケート結果では、『那賀町の好きなところ』として「地域の人が

優しい、親切、あいさつをしてくれる」「地域とのつながりが深い」といった意見が

多数挙がっています。『那賀町を安心して暮らせるまちにするために大切なこと』

の１位が「近所や地域で助け合うこと」となっていることも踏まえ、次世代を担う

若い世代を中心に地域のつながり強化に向けた取組を検討していく必要がありま

す。 

 

行政 

・地域住民が知り合う場となる地域コミュニティ活動※１を支援し、

住民同士の交流活動を活性化 

・ふれあいいきいきサロン※２等の地域活動を推進するための、学習

活動の支援や情報提供 

・地域の特性を活かしたイベントの開催 

 

社会福祉

協議会 

・つどいの場の運営支援・周知 

・地域での支えあい活動（生活支援団体等）への支援 

・「ふれあいいきいきサロン」の運営支援・周知 

・いきいき 100歳体操の運営支援 

 

町民 

・ 

地域 

・年齢関係なく、近隣住民に積極的にあいさつや声かけを行う 

・地域での行事やイベントに積極的に参加し、地域の様々な世代の

人との交流を行う 

・各学校とコミュニケーションを図り、関係性を築く 

・地域の老人クラブなどの交流の場に参加する 

・楽しい行事を計画し、仲間づくりをする 

 

地域コミュニティ活動※１ 地域住民が主となって地域の活性化に取り組む活動。 

ふれあいいきいきサロン※２ 

地域の公民館や集会所において、高齢者の方に食事会・お
茶会・レクリエーション等を行い、地域住民の世代間交流
や、仲間づくり、生きがいづくり、健康づくりを推進して
います。 
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（２）ボランティア活動の推進 

  地域における福祉活動の主な担い手となるのはボランティア活動です。 

  アンケート調査によると、『ボランティア活動をしたことがない人』は 18歳以上

の方が約半数、中高生では約４割となっています。 

中高生においては、約７割の方がボランティアに“参加したい”と回答しており、

特に、「地域を盛り上げるイベントや行事に関すること」への参加意向が高くなっ

ていることから、各学校と連携し、中高生がボランティア活動へ参加するきっかけ

づくりを行います。 

また、町と社会福祉協議会が連携し、地域のボランティア団体の活動や各事業の

周知を図り、暮らしの中で困りごとがある方とボランティア活動・各事業のマッチ

ングを行うことで、暮らしの困りごと解決につなげます。 

 

行政 

・社会福祉協議会と連携し、身近なところでのボランティア活動を

体験できる機会の拡充 

・町広報誌等を活用しての、ボランティア活動の情報提供及び活動

紹介 

 

社会福祉

協議会 

・行政と連携し、身近なところでのボランティア活動を体験でき

る機会の提供 

・「社協だより」を活用し、ボランティア活動の情報提供及び活動 

 紹介 

・那賀町ボランティア活動推進計画に沿った事業の展開 

 

町民 

・ 

地域 

・自ら広報誌やホームページから情報を収集する 

・支援者や団体を理解し、協力する 

・各学校とコミュニケーションを図り、ボランティア活動を広めて

いく 

・自由な時間を活用し、地域の中で知識や経験を発揮する 

・参加した経験を周りの人に広め、ボランティア活動に誘う 

・参加している、知っているボランティア活動の情報を共有する 

・友人・知人や地域の子どもと一緒に地域のボランティア活動に参

加する 

・退職された人などが、新たにボランティア活動に参加する機会を

つくる 

 

  



61 

（３）見守り・助け合いの推進 

  住民アンケート調査では、『日常生活で不自由になった際に手助けして欲しいこ

と』の１位が「体調不良や緊急時の手助け」、２位が「見守りや安否確認」、３位が

「通院等の送迎や外出の手助け」となっています。 

  『近所の人が日常生活で不自由になった際に手助けできること』の１位は「見守

りや安否確認」となっていることから、需要と供給がマッチしていない困りごとに

ついては、解決策につながるサービス等の検討が必要となっています。 

 

行政 

・町内外の事業所・商店等と連携し、高齢者・障がい者・子ども等

社会的弱者を地域ぐるみで見守る「那賀町見守りネットワーク」

の活動促進及び周知 

・認知症サポーター※1の活動支援 

・認知症高齢者等 SOSネットワークシステム※2の体制整備 

・介護予防・交流活動促進が期待される、いきいき 100歳体操※3 

・フレイルサポーター※4の活動支援 

 

社会福祉

協議会 

・いきいき 100歳体操の推進 

・フレイルサポーターの養成研修を開催・活動支援 

・福祉に関する情報をわかりやすく提供する 

・那賀町元気なまちづくりネットワーク連絡会※5で各地域のニーズ

を把握 

・住民による見守り・助け合い活動への支援、情報共有、相談体制 

・老人クラブ会員がひとり暮らしの高齢者宅を訪問し見守る、友愛

訪問活動※6の支援 

 

町民 

・ 

地域 

・年齢関係なく、近隣住民に積極的にあいさつや声かけを行う 

・地域住民の日頃から顔が見える関係づくりや、支援を必要とする

人の把握・支援体制づくりを地域ぐるみで進める 

・地域全体で、幼い子どもから高齢者まで年齢関係なく見守り、心

配や不安を感じた時は、関係機関に支援を求める 

・向こう三軒両隣との交流を深め、地域の住民みんなが話し相手と

なる関係性をつくる 
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認知症サポーター※1 

認知症に関する正しい知識と理解をもち、地域や職域で、認
知症の人や家族に対してできる範囲で手助けをする人のこ
とです。 
那賀町は、県内で唯一サポーターの割合が 3 割を越えてお
り、累計 2,982 人の方がサポーターとなっています。 

認知症高齢者等ＳＯＳ 
ネットワークシステム※2 

高齢者等が行方不明になった時に、町内の協力者(一般住民・
専門職等登録者)にメール配信等をし情報を提供すること
で、発見の協力をお願いするネットワークです。 

いきいき 100 歳体操※3 
おもりを使った筋力運動の体操。那賀町では、高齢者を中心
に地域のつながりの場や集いの場としても活用しています。 

フレイルサポーター※4 

要介護状態に移行するきっかけとなる「フレイル（虚弱）」
の兆しを見つけ、その対処法を学ぶ「フレイルチェック」で
測定の補助や参加者のサポートなどの活動を行うために、所
定の研修を受けた町民がサポーターとなり、高齢者に生活習
慣の指導などを行っています。 

那賀町元気なまちづくり 
ネットワーク連絡会※5 

平成 30 年度より住民地域協議体を立ち上げ、生活支援コー
ディネーター２人が中心となり、20 名の協議体が結成され
ました。集いの場の拡充、困りごとの解決の仕組みづくり、
買い物･移動支援の仕組みづくりを実施しています。 

友愛訪問活動※6 
那賀町内各地区老人クラブの友愛訪問員（51 名）が、地域の
ひとり暮らし高齢者宅を訪問し、相談・傾聴や見守りなどを
通じて、地域との絆を結ぶ活動を行っています。 

 

（４）ノーマライゼーションの地域づくり 

  「ノーマライゼーション」とは、高齢者も子どもも、障がいのある人もない人も、

すべての人が共に生きる社会こそ当たり前の社会である、という福祉の根幹をなす

考え方で、これからの地域づくりには非常に重要です。 

 

行政 

・既存の公共施設や地域で問題とされる箇所等のユニバーサルデザ

イン化、バリアフリー化の推進 

・障がい特性について知る機会を設け、心のバリアフリー化を図る 

・ノーマライゼーションに関する周知・広報を行う 

 

社会福祉

協議会 

・多様な方々が参加することができるイベントの開催 

・ボランティアスクールなどの福祉教育を通じて「ノーマライゼー 

ション」に関する啓発を行う 

・老人クラブ、身体障がい者会、育成会などの活動を通した意識啓

発を行う 

 

町民 

・ 

地域 

・「ノーマライゼーション」を理解し、意識する 
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基本目標３ 需要に応じた福祉サービスの提供 

（１）情報提供体制・相談支援体制の充実 

  住民が適切なサービスを選択し利用するためには、住民のニーズに応じられる質

の高い情報とわかりやすい情報の提供に努める必要があります。 

  アンケート調査では、必要な福祉サービスの情報を「ほとんど入手できていない」

という回答が約３割あり、前回調査から微減していますが、現状では周知不足が否

めない結果でした。情報入手方法は、「広報なか」が約７割を占めており、前回と比

較すると「友人・知人からの口コミ」が減っているものの「社協の広報誌」が増加

しています。また、『福祉のまちづくり推進に重要なこと』では、「わかりやすい福

祉情報の提供」が６割以上と最も多くなっています。 

  広報紙（広報なか、社協だより）、パンフレット、ホームページ、ＳＮＳ等の各種

媒体を利用して、情報提供体制・相談支援体制の充実を図るとともに、学校事業を

通じて子どもから親世代への情報配信を行います。また、地域で行われている事業

へ出向き、地域の住民組織や関連団体の方を通じて、住民への情報の周知を行いま

す。 

 

行政 

・相談者になるべく負担をかけずに適切なサービスの案内ができる

よう、各課、各種相談窓口の連携を強化し、職員の資質向上を図

る 

・地域の身近な相談体制を確保するため、民生児童委員※１や相談員

等の資質向上に努める 

・広報、ケーブルテレビ等において、サービスに関するよりわかり

やすい情報の提供を行う 

 

社会福祉

協議会 

・お気軽ささえあい相談の周知 

・社協だよりや社協ホームページでの情報発信の継続 

 

町民 

・ 

地域 

・困ったことがあったときに、どこに相談したらいいか情報を収集

し、家族や友人、知人と共有する 

・住んでいる地域の民生委員・児童委員を把握する 

 

民生児童委員※１ 

那賀町では５地区 60 名の民生児童委員が活動しており、

子どもから高齢者、障がい者の地域の相談窓口となって

います。 
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（２）サービスの質の向上と利用者の視点に立ったサービスの提供促進 

誰もが安心して地域で暮らしていくためには、住民の生の声を聴き、地域におけ

るさまざまな福祉ニーズの把握と生活課題の発見に努め、利用者の立場に立ったサ

ービスが提供されることが重要です。 

 

行政 

・タブレット端末を利用した「在宅ケアネットワーク」を活用し、

支援が必要な住民の情報共有や解決策の検討を行う 

・利用者に必要な福祉サービスを計画する、ケアマネジャーを対象

とした学習会を定期的に開催し、ケアマネジメントの質の向上を

図る 

 

社会福祉

協議会 

・住民座談会を定期的に開催し、活動計画の進捗状況報告や修正の

今後の方向性の検討を行う 

・各支所職員や生活支援コーディネーターを中心に地域での様々な

ニーズの把握に努め、困りごとの解決に向けた仕組みづくりやサ

ービスの創出を地域住民の方と一体となり検討する 

 

町民 

・ 

地域 

・地域の方の生の声を聞き、生活課題を発見する 

・住民座談会に積極的に参加し、意見を交換する 

 

 

（３）地域福祉の推進に関する各種福祉施策の進行管理 

本町における高齢者や障がい者及び障がい児、子どもや子育て中の保護者に対す

る各種福祉施策については、それぞれ個別の計画を策定し、支援と支援体制の整備

が進められています。 

 

行政 

・高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画 

・第２期子ども・子育て支援事業計画 

・第３次障がい者計画・第６期障がい者福祉計画・第２期障がい児

福祉計画 

 

社会福祉

協議会 

・第１次地域福祉活動計画 

・那賀町ボランティア活動推進計画 
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基本目標４ 地域福祉の担い手づくり 

（１）福祉人材の確保・育成 

地域福祉を推進するには、各分野で専門的な活動の主体となる人材が必要となり

ます。過去に実施した個人を特定しているアンケート結果より、地域づくり活動へ

の参加意向のある方、企画・運営（お世話役）の意向がある方の把握が可能となっ

ていることから、眠っている人材を掘り起こすとともに、町と社会福祉協議会が連

携し、研修会などを通じて担い手の育成に努めます。 

また、高齢化により近年増加傾向にある認知症の方が住み慣れた地域での生活を

続けるためには、地域住民の理解と支援が必要となります。 

町全体だけでなく、各地区で住民参加型のイベントの実施検討を行い、地域から

町全体へと人と人とのつながりを強化します。 

 

行政 

・社会福祉法人や事業所と協力し、認知症についての理解促進と認

知症サポーター養成に取り組む 

・民生児童委員への研修機会の充実 

・フレイルサポーター、ご近助サポーター※１の養成研修会等の支援 

・生活支援団体(おたすけ隊)やボランティア団体等の研修等の支援 

 

社会福祉

協議会 

・地域福祉の担い手となる人材を発掘し、若いリーダーや後継者の

育成に努める 

・フレイルサポーター、ご近助サポーターの養成研修会を開催 

・福祉の情報をわかりやすく提供する 

・民生児童委員協議会と連携 

・各地域での座談会や地域活動を通じて、潜在的な人材の把握と 

発掘に努める 

・生活支援団体(おたすけ隊)、各地区のボランティア団体等への研

修機会の充実 

 

ご近助サポーター※１ 

町の要綱に定める研修課程を修了した者のうち、那賀町

社会福祉協議会へサポーター登録を行った者。要支援認

定者、事業対象者に対し、掃除、ゴミだし、洗濯、調理等

の家事援助サービスを行います。 
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（２）福祉教育の推進 

地域福祉は自分のことだけでなく、周りの人も大切に思い、一人ひとりそれぞれ

の人の考え方、生き方を尊重する心が原点となります。地域に暮らす住民一人ひと

りがお互いを尊重し合い、思い合える心を育むため、家庭、学校、職場、地域での

福祉学習・教育の機会や情報提供が重要です。 

 

行政 

・学校教育の場において、高齢者、障がい者、乳幼児との交流やボ

ランティア体験など、福祉教育の推進を図る 

・相手を思いやる心や違いを認め合う心の大切さなど、人権を尊重

する教育の推進を図る 

・広報やケーブルテレビ等を活用した福祉意識の啓発 

 

社会福祉

協議会 

・ボランティアスクールや住民向けの研修等を通じて、福祉を身近

なものに感じてもらえるよう福祉教育の充実を図る 

・小規模共同作業所「あすなろ作業所」と連携して、各種イベント

の実施やボランティア活動を開催する 

・社協だよりを活用し、地域で行われているボランティア活動やさ

さえあいの取組を掲載して福祉意識の啓発を行う 

 

町民 

・ 

地域 

・地域や学校での福祉奉仕活動に積極的に参加する 

・家庭での福祉について話し合う機会を持ち、こころの健康を育む

よう努める 
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基本目標５ 一人でも多くの自殺を防ぎ、町内の「自殺者ゼロ」を目

指す（第２期自殺対策基本計画） 

 

本町では毎年１～３名の自殺者があり、自殺のない町ではありません。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問

題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの社会的な要

因があることが知られています。 

こうしたことから、本町では町民総ぐるみで「生きることの包括的な支援」とし

て、総合的かつ計画的に推進することで、誰も自殺に追い込まれることのない社会

の実現を目指し、平成 30 年度に「第 1 期自殺対策基本計画」を策定しました。そ

して、この度「第 1期自殺対策基本計画」の計画期間が終了することを受け、同じ

く計画期間が終了する「第２次那賀町地域福祉計画」とあわせて計画の見直しを行

うこととなりました。 

「第２期自殺対策基本計画」には、平成 29 年７月に閣議決定された「自殺総合

対策大綱」及び、平成 30年度に策定された「徳島県自殺対策基本計画（第２期）の

内容等を踏まえ、「第 1期自殺対策基本計画」で掲げた「基本理念」及び「三つの基

本認識」に基づき、６つの施策体系からなる具体的な取組を定めました。町全体の

自殺リスクを低下させ、「対人支援のレベル」「地域連携のレベル」「社会制度のレベ

ル」のそれぞれを強力に且つ総合的に推進していくこととします。 

自殺対策の本質が生きることの支援であることを町民誰もが認識し、「いのちを

支える自殺対策」を打ち出し、町内の「自殺者ゼロ」を目指します。 

 

 

 
  

誰も自殺に追い込まれることのない 
”すべての人にやさしい福祉の町”の実現 

基本理念 
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自殺は、その多くが追い込まれた末の死 基本認識 １ 

自殺は、人が自ら命を絶つ瞬間的な行為としてだけでなく、人が命を絶た

ざるを得ない状況に追い込まれるプロセスとして捉える必要があります。自

殺に至る心理としては、様々な悩みが原因で心理的に追い詰められ、自殺以

外の選択肢が考えられない状態に陥り、社会とのつながりの減少や生きてい

ても役にたたないという役割喪失感から、また、与えられた役割の大きさに

対する過剰な負担感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまう過程とみ

ることができます。 

 自殺行動に至った人の直前の心の健康状態を見ると、大多数は、様々な悩

みにより心理的に追い詰められた結果、抑うつ状態にあったり、うつ病、ア

ルコール依存症等の精神疾患を発症していたりと、これらの影響により正常

な判断を行うことができない状態となっていることが明らかになっていま

す。 

 このように、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、「自殺は、その多く

が追い込まれた末の死」ということです。 

年間自殺者は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 基本認識 ２ 

我が国の自殺者数は、平成 10年に急増し、年間３万人前後の高い水準で推

移していましたが、平成 18 年 10 月に自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85

号）が施行され、平成 22 年以降 10 年連続で減少しており、過去最少の２万

169人でしたが、令和２年からまた増加しており、２万人を超える方々が尊い

命を絶たれている状況です。 

また、令和２年の 20歳未満の自殺者数は前年比 15.2％増の 777人で、2000

年以降では最多となっており、20 代及び 10 代の自殺率は大きく上昇してい

ます。 

さらに、我が国の自殺死亡率は主要先進７か国の中で最も高く、県内でも

多くの方が自殺で亡くなっていることから、非常事態はいまだ続いていると

言わざるをえない状況です。 
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地域レベルの実践的な取組をPDCAサイクルを通じて推進する 基本認識 ３ 

 

本町の自殺対策が目指すのは「誰も自殺に追い込まれることのない“すべ

ての人にやさしい福祉の町”の実現」であり、そのためには、自殺対策を社

会づくり、地域づくりとして推進することが大切です。 

 また、施行から 10 年の節目に当たる平成 28 年に基本法が改正され、都

道府県及び市町村は、大綱及び地域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画

を策定するものとされました。 

 一人でも多くの自殺を防ぎ、町内の「自殺者ゼロ」を目指すためには、国

と地方公共団体だけではなく、地域住民や地区ボランティア団体が協力しな

がら、全国的なＰＤＣＡサイクルを通じて、自殺対策を常に進化させながら

推進します。 
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（１）自殺予防サポーターの養成 

  町民１人ひとりが、自殺の起こりうる状況を理解して身近にいるかもしれない自

殺を考えている人のサインに早く気づき、相談機関や精神科医療機関等の専門家に

つなぎ、その助言・指導を受けながら見守ることができる人材を養成します。 

 

自殺予防サポー

ターの養成 
【保健センター】 

自殺についての那賀町の現状を知り、地域において、悩みを

抱えている周囲の方に「気づき」、その人の悩みを「傾聴」し、

専門家に「つなぎ」、さりげなく「見守る」ことができる人材

を養成するため、特に地域の見守り役としての民生児童委員

に「自殺予防サポーター研修会」を改選の年に開催します。 

また、団体関係者と連携をとりながら、希望する団体に研修

会を開催します。なかメイトや丹生谷精神障がい者家族会に

行いました。 

 

 

（２）地域での心の健康づくりの推進 

  我が国の高齢者の自殺の背景には、慢性疾患を持つことによる身体的苦痛や将来

への不安、身体機能の低下に伴う社会や家庭での役割の喪失感、近親者の喪失体験、

介護疲れ等によるうつ病が考えられます。また、自殺する直前に精神疾患に罹患し

ていたのは 90％以上で、そのほとんどがうつ状態だったといわれています。そのた

め、心理的ストレスに対応するための心の健康づくりとともに、その原因となる長

時間労働や失業等の社会的ストレスの諸要因に対する取組も重要です。 

  地域においては、不安やストレスにより問題を抱えた方の早期発見と早期支援、

そしてうつ病等の精神疾患患者への継続的な支援を那賀町で取り組む必要があり

ます。 

 

①地域における心の健康づくり 

 

心の健康相談 
【保健センター】 

毎月第２金曜日に心の健康相談を実施し、相談支援事業所

の精神保健福祉士と保健師が相談に応じています。各地区開

催にしていますが、自宅訪問して相談を受けることが多くな

りました。うつや統合失調症の治療の疑問・社会復帰・経済問

題（障害年金）の相談があります。 

また、退院後のサポートや適切な精神保健福祉サービスを

受けることができるよう体制を整えています。 

今後も毎年継続して行えるよう努めていきます。 

よりそい事業 
【保健センター・

保健医療福祉課】 

平成 20年度より精神障がい者や家族が気軽に立ち寄れる場

の提供を行い、ボランティアや地域住民と関わる機会を作り、

対人スキルを学んだり、障がい者の理解や普及啓発を図って

います。毎月第１・３水曜日はソーシャルクラブとして開催し

ています。 
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②職場における心の健康づくり 

 

メンタルヘルス

対策の推進 
【総務課】 

平成 28年度に職場におけるメンタルヘルス対策の取組が進

むよう、50 人以上の事業所に対して、メンタルヘルス不調の

未然防止や職場のストレス軽減に資するストレスチェックを

実施しています。 

今後は、ストレスチェックに加え、研修会の開催を検討して

いきます。 

 

③閉じこもりがちな方の把握 

 

国保加入者の未

治療･未健診者

の訪問 
【保健センター・

税務保険課】 

特定健診の受診券発行時に、保健師が特定健診対象者を訪問

し、未治療・未受診者の把握に努めてます。また、必要に応じ

てケア会議等で支援方法を検討しています。 

 

 

（３）妊産婦(産後うつ)・子どもや青少年の自殺予防対策の推進 

妊産婦(産後うつ)や子どもの心の健康の保持・増進を図るため、異常の早期発見に

努め、生活上の困難・ストレスに直面したときの対処方法や良好な人格形成の支援を

行います。また、学校の中で、命の授業やいじめ等の問題への早期対応、SNS 依存に

関する実態把握を行い、正しい知識の普及啓発に取り組みます。 

 

①妊娠届け時のアンケート･こんにちは赤ちゃん事業の活用 

 

妊娠届け時のア

ンケート 
【子育て世代包括

支援センター（保

健センター）】 

安心して妊娠・出産･子育てができるように、妊娠届け時に

保健師が面談を行い、徳島県妊産婦メンタルケア対策に準じて

アンケートをとり、うつ関係や心配なこと、あるいは、自分の

幼少期のことを聞いています。 

必要に応じて保健師が妊婦訪問をし、ケア会議等で支援方法

を検討する体制を整えています。 

こんにちは赤ち

ゃん事業 
【保健センター】 

出生後４か月以内に赤ちゃん訪問を実施し、子育て支援ファ

イル・子どもノート･予防接種案内等を配布し、説明を行って

います。 

また、育児支援アセスメントシートを使い、養育者の状況や

背景を把握し、産後うつの発見や支援につなげています。 

産後ケア事業 
【保健センター】 

産後１年以内の母子を対象に、産後うつや子育ての不安等の

相談のため、希望により助産師による訪問事業を行います。 
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②乳児健診・相談・幼児健診の活用【保健センター】 

１才までの間、毎月、乳児健診か乳児相談を実施し、母子の健康管理をしてい

ます。また法定健診の１才半健診と３才児健診以外にも、２才児歯とことばの検

診と４才児巡回相談を実施し、就学まで切れ目のない支援を行っています。子ど

もの発達と養育者の状況確認をし、子育ての相談をしやすい体制をとっています。 

 

③発達障がいの早期発見と相談支援の充実 

 

発達障がいの早

期発見とこども

園での支援 
【保健センター・

すこやか子育て

課】 

乳幼児健診を通して、発達障がい児の早期発見・早期介入に

努め、認定こども園と連携しながら、巡回相談・あいうえお教

室･あさがお教室・あじさい教室等を行い、養育者の相談に乗

り、継続した支援をしています。 

児童から成人期

の相談対応 
【保健センター・

教育委員会】 

児童の不登校や成人期の不適応に対し徳島県発達障がい者

総合支援センターハナミズキや医療機関の紹介を行っていま

す。必要に応じて、関係機関とケース会議を開催しています。 

 

④すこやか子育て課(こども園)・教育委員会・保健センターの連携 

 

ワーキング会議

開催 
【教育委員会・こ

ども園・保健セン

ター】 

年１回、こども園、小中学校、保健センターの保健師が集ま

り、切れ目のない支援が継続できるよう連携をとっています。

ケースによっては、各々の学校やこども園においてケース検

討も実施しています。 

思春期ふれあい

体験事業 
【中学校・保健セ

ンター】 

中学校３年生を対象に、乳児とふれあう体験事業と妊婦体

験を実施しています。生命の大切さを感じてもらい、母性･父

性を育む機会となっています。 

PTA への人権・

SNS の健全化の

講演会開催 
【小・中学校】 

参観日を利用して、PTAへの人権・SNSの健全化の講演会を

定期的に開催しています。 

教 職 員 の い じ

め・自殺予防等

対応力向上研修

会への積極的参

加 
【教育委員会】 

教職員が問題行動の未然防止や対応力の向上を図るため、

いじめ防止、自殺予防のための研修会、人権（ジェンダー）等

に参加し、最新の知識を得て、指導力の向上を図っています。 

今後も全校に毎年実施できるよう努めていきます。 

スクールカウン

セラー活用事業 
【教育委員会】 

児童生徒の自殺が起こった際の関係者に対するメンタルヘ

ルスなど、様々な心理的問題に対応するため、拠点校２校にス

クールカウンセラーを２名配置し、学校現場における相談体

制の充実を図っています。 

今後もスクールカウンセラー活用事業を継続して実施でき

るよう努めていきます。 
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⑤子どもの心の健康づくり教室【保健センター】 

心の健康や自殺予防の講演会を実施しています。 

令和元年度から、「子どもの心の健康づくり教室」を実践するにあたって、教職

員と町内教育･福祉関係機関職員を対象に講演会を開催しており、令和２年度に

は小学校２校で児童と保護者を対象に授業を開催してきました。 

令和３年度では、小学校１校、中学校２校の児童・生徒を対象に、高校は教職

員を対象に開催しています。 

今後も児童生徒が、生活上の困難や心理的ストレスに直面した際、周囲に対し

て助けを求めることができ、またストレスの要因を知り、その対応方法を身につ

けることができる教育や啓発を、地域の関係機関と連携しながら継続して実施し

ていきます。 

 

 

（４）普及啓発の推進 

  自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こりうる危機」であって、その場

合には「誰かに援助を求めることの重要性」について町民の理解を促進します。 

  悩みを抱えたときに気軽に相談機関を利用できるよう、自殺や精神疾患について

正しい知識を普及啓発し、偏見をなくしていきます。 

  また、災害発生後や感染症拡大時に、一人で抱え込まず気軽に相談できるよう相

談機関の周知と普及啓発に努めます。 

 

自殺予防週間及

び自殺対策強化

月間における広

報活動 
【保健センター】 

自殺対策強化月間の３月に町広報誌に自殺予防対策につい

て掲載し、広く町民に意識の啓発を図っています。また、自殺

予防ポスターの掲示も行っています。 

 

  



74 

（５）関係機関の連携と人材の確保 

保健、医療、福祉、教育、労働等の視点による包括的な取組を展開していくため、

関連する分野の相談体制の充実と専門家や関係者の人材確保、連携体制の構築によ

り、生きることの妨げとなる要因の解消を図り、支援体制を確保していきます。 

 

①関係機関の連携と職員の研修 

 

地域ケア会議の

充実 
【保健医療福祉

課・地域包括支援

センター】 

旧町村単位の５地区で、地域ケア会議を月１～２回開催し

ています。医師、薬剤師、看護師、ケアマネジャー（介護支援

専門員）、ヘルパー、地域包括支援センター職員、保健師、役

場支所職員等が出席し、個別ケースの相談や情報交換を行っ

ています。課題については、全体会議の健康福祉検討会でサー

ビスの構築等の話し合いが行われています。 

職員研修 
【総務課、保健セ

ンター、地域包括

支援センター】 

相談の窓口となる保健師・ケアマネジャー（介護支援専門

員）等の資質向上のため、県や民間団体が行う様々な研修会に

職員を参加させ、継続学習や事例検討会をしています。 

 

②専門的支援やアドバイスを果たす人材の確保 

 

各種ネットワー

ク会議の開催 
【総務課、すこや

か子育て課、地域

包括支援センタ

ー、保健センター】 

那賀町・とくしま高齢者･障がい者権利擁護ネットワーク会

議や高齢者･障がい者虐待防止ネットワーク連絡会議や家庭

支援ネットワーク会議（子どもの虐待防止）があり、弁護士、

社会福祉士、精神保健福祉士、警察、児童相談所等と連携をと

っています。個別支援や対応等のアドバイスを受け、ケースに

関わる職員の悩みや疲労に対応しています。 

また、母子保健･精神保健･介護関係等の困難事例や他職種

連携の必要がある場合は会議を開催し、情報共有･役割分担を

行っています。 

心理士や巡回相

談員の確保 
【保健センター・

教育委員会・すこ

やか子育て課】 

子どもの健全な発達支援や発達障がい者の早期発見のた

め、こども園や幼児健診会場に心理士や巡回相談員が定期的

に来て支援やアドバイスを受けています。 
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（６）ハイリスク者対策の推進 

精神的に問題を抱えている方やうつ病・アルコール依存症で自殺の危険性の高い

方の早期発見に努め、これらの人が適切な精神科医療を受けられる取組を推進しま

す。 

自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐため、自殺未遂の背景にある社会的問題の解

決に向けてサポートする体制づくりに取り組みます。 

自死遺族等に対するケアを行うとともに、必要な情報を提供するなどの支援を充

実させます。 

 

①病院・保健所・相談支援事業所との連携 

 

自立支援検討会

の開催 
【保健センター】 

毎月第２金曜日の午後から保健所、相談支援事業所、保健セ

ンター、町の障がい担当者が集まり、精神的に問題を抱えた方

の情報共有と検討をしています。 

保健所主催の病

院連絡会の利用 
【阿南保健所】 

杜のホスピタル、阿南共栄病院(平成 31 年から阿南医療セ

ンター)、ひのみね総合療育センター等の連絡会を利用し、主

治医と連携をとり、適切な対応ができるように努めています。 

 

②断酒会・精神障がい者家族会との連携 

 

断酒会の開催 
【断酒会・保健セ

ンター】 

毎月第１火曜日、保健センターで断酒会を開催しています。

アルコール依存症からの回復を目指し、体験談や研修会の共

有を図っています。 

また、アルコールで困っている方を訪問し、断酒会への参加

を促したり、研修会の情報提供を行っています。 

精神障がい者家

族会との連携 
【保健センター、

丹生谷精神障がい

者家族会】 

丹生谷精神障がい者家族会の協力を得て、相談支援事業(よ

りそい事業)等で定期的に研修等を実施しています。相談支援

事業（よりそい事業）や家族会で企画する研修会を開催するこ

とにより、精神障がい者の理解と支援につながっています。 
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③自殺未遂者・自死遺族の支援 

 

自殺未遂者の支

援 
【保健センター・

保健所・児童相談

所・こども女性相

談センター】 

自殺企図者の多くは複合的な要因を抱えており、自殺未遂

の再発防止には、身体的・精神的治療だけでなく、その他自殺

要因の改善に向けた支援も必要といわれています。 

阿南保健所と連携し、適切な医療につなぎ、定期的な電話や

訪問活動をしています。家族背景や子どもが関係する場合も

あり、保健所や児童相談所・女性相談センターとの連携が大切

になります。 

自死遺族の支援 
【保健センター・

徳島県精神保健福

祉センター】 

自死遺族の社会的・心理的孤独を防ぐため、地域におけるつ

ながりの場を提供している精神保健福祉センターの自死遺族

の交流会の紹介をしています。 

今後も相談者・対象者に対する支援を継続して実施します。 
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第５章 計画の推進に向けて 
 

 １． 計画の推進体制 

本計画の効果的な地域福祉の推進のため、行政及び那賀町社会福祉協議会だけ

でなく、地域住民や民生委員児童委員、自治会、地域活動団体、ボランティア、

企業等の地域の様々な主体が地域福祉に向けての取組を行うことが重要であり、

また、一体的な推進のためにはそれぞれが協働することが必要です。 

それぞれの主体に対し、地域福祉に関する情報を発信するとともに、地域にお

ける連携・協働の取組を促進し、効果的かつ一体的な地域福祉の推進を図りま

す。 

 

 

 ２． 計画の周知 

本計画について、広報紙（広報なか、社協だより）、パンフレット、ホームペー

ジ等の各種媒体を利用して広報するとともに、各種事業を通じ地域の住民組織や

関連団体等へも周知を行っていきます。 

 

 

 ３． 計画の進行管理と評価指標 

本計画（Plan）が実効のあるものにするためには、計画に基づく取組（Do）の達

成状況を継続的に把握・評価（Check）し、その結果を踏まえた計画の改善（Action）

を図るといった、PDCAサイクルによる適切な進行管理が重要となります。 

意見を関係団体や関係機関から得ながら、「那賀町地域福祉計画・地域福祉活動

計画策定委員会」において、取組の見直し等を行っていきます。 

  

1.Plan（計画） 
 
第３次那賀町地域福祉計画・
第１次地域福祉活動計画 
策定 

２.Do（実行） 
 
推進主体ごとの取組及び連
携・協働による取組 

４.Action（改善） 
 
各施策や事業、数値目標を
見直し、反映 

３.Check（評価） 
 
那賀町地域福祉計画・地域
福祉活動計画策定委員会
による進捗状況等の確認 
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■評価指標 

 実績(見込み) 目標値 

令和３年度 令和６年度 令和８年度 

那賀町は暮らしやすい町と思う人 47.6％ 50％ 52％ 

大人になっても那賀町でずっと住み続

けたい人 

中学生 7.0％ 

高校生 9.6％ 

中学生 10％ 

高校生 13％ 

中学生 12％ 

高校生 15％ 

防災訓練の開催（各地区） 各地区で実施 各地区で実施 各地区で実施 

近所の大人に自ら進んであいさつして

いる人（中高生） 
74.5％ 78% 80% 

近所付き合いをしている人 

（日ごろから親しく付き合っている・

会えば立ち話をする） 

75.8％ 78％ 80% 

ボランティア活動を現在やっている人 
18 歳以上 16.6％ 

中高生    7.3％ 

18 歳以上 18％ 

中高生   ９％ 

18 歳以上 20％ 

中高生   11％ 

成年後見制度を知っている人 31.4％ 35％ 40％ 

悩みやストレスに関しての相談窓口を

知っている人 

18 歳以上 24.8％ 

中高生   35.8％ 

18 歳以上 30％ 

中高生   40％ 

18 歳以上 35％ 

中高生   45％ 

福祉についての

情報入手方法 

広報なか 65.4％ 70％ 75％ 

那賀町ホームページ 15.9％ 18％ 20％ 

見守りネットワーク登録 219 か所 222 か所 225 か所 

自殺予防サポーターの養成 162 人 192 人 212 人 

自殺者 1 人 ０人 ０人 
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参考資料 
 

 １． 各地区「地域福祉活動計画」 

 旧町村単位で開催した住民座談会の結果を基に、今後それぞれの地域において地域

福祉を推進していくための活動指針となる各地区『地域福祉活動計画』が策定されま

した。 

 那賀町は東西に幅広く、地域資源や課題、ニーズといったものは地域によって様々

であり、町全体で同じ計画を実行することが難しい部分があります。特に地域にかか

わるすべての人が参画・協働して取り組む民間の活動・行動計画である「地域福祉活

動計画」においては、より小地区での計画づくりが必要となります。そこで住民座談

会で地域活動者を中心に、旧町村ごとに今後、５年間で重点的に取り組んでいくテー

マを絞り、策定したものが各地区『地域福祉活動計画』となります。 

那賀町全体の計画である「第３次地域福祉計画・第１次地域福祉活動計画」と並行

して各地区『地域福祉活動計画』を令和４年度より５年間、実施・見直しを行います。 

 

 

〇各地区『地域福祉活動計画』実施期間 

・令和４年度から令和８年度までの５年間 

・地域からの新しいニーズ、国及び町の動向を踏まえながら必要に応じて住民座談

会等で計画の見直しを行います。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画準備・ 

策定 

      

計画実施・

見直し 

      

次期計画 

準備・策定 

      

 

 

 

※次ページより各地区『地域福祉活動計画』を記載 
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【鷲敷地区】 地域福祉活動計画 

 

 

 

病院・買い物等生活面での移動手段 

ゴミ捨て場まで行けない 

一人暮らし高齢者の見守り 

ちょっとした困りごとを頼みたい 

 

有償ボランティアによる生活支援 

あいさつや声掛けによる普段からの見守り  

ホットサロンや配食サービス 

おたすけ隊のような生活支援団体の創出 

 

おたすけ隊による生活支援の実施する 

困っている人への支援を行う 

地域の団体やコミュニティと連携する 

生活支援組織創出について地域で相談する  

 

一人暮らし、高齢者の見守り活動 

困っていると思われるものの情報収集 

ホットサロンや配食サービスを検討 

少数でも生活支援組織でちょいボラ！ 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᵴᵴᵧᵡ  r

 

人間関係の希薄化 

コミュニティのつながりが薄い 

一人暮らしの方の状況把握 

ほとんど外に出てこない人がいる 

 

みんなが気安く集まれるつどいの場 

気軽に声を掛け合えるまちづくり 

見守り活動の充実 

防災訓練など地域の取り組み 

 

高齢者と子どもの食事会や交流機会を増やす 

つどいの場の充実（いき 100 等） 

訪問して相談を受ける 

公民館行事を通じて地域のつながりを深める 

 

公民館活動を充実させ、参加者を増やす 

まずは人へのあいさつをしっかりする 

相談しやすい関係性づくり 

公民館活動を充実させ地域住民の交流を図る 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᶃᶉᵫ  ɭ
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高齢者同士の助けあいを作りたい 

いき１００の参加者を増やしたい 

健康器具のある集まれる場所が少ない 

男性の参加が少ない（いき 100・フレ

イルサポーター等） 

 

小さなサロンを作り、集える場所 

健康器具があるつどいの場 

つどいの場で料理教室をしたい 

いき 100 等にもっと男性に参加してもらう  

 

多世代交流の場（ホットサロンの開催） 

新しくできた堤防に散歩コースを作る 

いき 100 参加者を増やして活性化させる  

婦人会・なでしこやかまし隊等との連携する 

 

 

 

普段からの声掛け 

ウォーキングでフレイル予防の啓発 

いき 100 活動の充実 

地域団体との連携にむけて協議をする 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᶃᶈᵣᶍ ᶍ ᶣ ᶄᵮ  ɭ

 

後継者不足 

地域の担い手不足 

フレイルサポーターが少ない 

いつまでも自分達がやらなくては… 

 

新しい担い手の育成・発掘 

まずは仲間作りから！ 

フレイルサポーターを増やす 

老人クラブ会員を増やす 

 

新しい担い手・後継者を育成する 

フレイルサポーターを 20 人以上に増やす 

新しい老人クラブ会員から後継者を育成する 

 

 

普段からの声掛け・関係づくり 

フレイル啓発を通して仲間づくり 

老人クラブ会員を増やすための活動を 

実施（声掛け等の会員増強運動） 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᶍ╔  
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【相生地区】 地域福祉活動計画 

 

 

小地区の繋がりの希薄化、情報不足 

独居や高齢世帯の増加、フレイル、社会的孤立 

交流人口や若年世代の人口減少 

楽しみや交流、社会参加の機会減少 

 

人、小地区のつどいの場が活発になる 

楽しみ、多世代交流、見守りの場がある 

人や情報、憩いの場が近くにある 

健康づくりや娯楽を通したつながりがある  

 

行政、民間、住民が連携して全世代憩い

の空間や楽しめるコミュニティをつくる 

健康体操、サロン、フレイル予防の推進、実施 

小地域等でのテーマ型の活動 

 

集まりやすい場づくりと情報共有の方法 

子どもや高齢者を自然と見守る環境づくり  

健康づくり（運動・フレイル予防・食育等） 

娯楽の機会、多世代の交流 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

 

地域コミュニティの低下、災害への備え

や助けが必要な人の情報把握が不十分 

緊急時の避難体制が整っていない 

地域活動人口増、仲間を増やしたい 

 

地域ぐるみで災害への備えができ手助けが 

必要な人の把握や自主防災が活発になる 

活動人口増、様々な活動で相生が元気になる 

住民や団体の活躍の場が広がる 

 

防災活動に積極的に参加する 

地域活動に積極的に参加する 

世代間連携で地域活性化策を検討実施する  

町外在住者や民間企業等との連携協働 

 

地域で顔の見える関係づくり、防災活動 

地域の人材発掘育成、活動の継続や発展 

団体やグループの枠を超えた協働 

仲間づくりや関係人口を増やす取り組み 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

╓  

1,448 1,383 1,327 1,245 1,189
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Õ ꞈ− ֜ ˞Љ ἐ₲Gˢ ₦H 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

~Ἆӣ ƞƫƵƈťŤ ₲$γ˭₲ ~ƗƮŦƭŷƟ:Ɓ:%27  

 ƞƫƵƈťŤ %11           ~ −ố ˇ˭%15  
ƞƫƵƈťŤγ˭₲%255   ~ ⁵γ%76  

  
~ꞈ− ⁵űƫƘ Ḁγ  ~ēĜēĜ 100ṇ ꜘĽϋḼ Ӳ 

˂űƫƘ₲%×űƫƘ            ֜γῺ₲%14Ěᾒ 
 γ˭₲%192 G ↑ 73  ᾟ↑ 119 H    ֜ ẇͽἐ₲%222  
 ʜ ˭₲%18   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

z 

 

休耕田の増加による田畑や景観の悪化 

農業や伝統継承の人材不足、農業継続に不安 

加齢による草刈り等困難、農産加工の衰退 

高齢者等の生きがい働きがいの低下 

 

環境維持、美化、農産加工の人材が増える  

草刈りや田畑等の維持管理のしくみ化 

高齢になっても生きがい働きがいがある 

自然や伝統、農に触れ心豊かに生活 

 

休耕田等の景観を維持、花木で彩る等活動  

草刈りや技術講習、求人、ニーズ調査の実施 

農体験や伝統文化に触れる機会を増やす 

農作物や加工品を直売などに出せるしくみ  

あああ 

 

 

休耕田活用、田畑維持の人材やしくみづくり 

草刈り、農業人材確保や求人、相談窓口 

伝統継承、農福連携のまちづくりや教育

農作物の利活用を検討する 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᶉ ᶱ ᶊᶃᶉᵯ 

 

 

病院、買い物等生活面の移動手段に不安 

暮らしのちょっとした困りごとの増加 

在宅で暮らしにくさを抱える人や障がいのあ

る人の地域外流出、高齢、独居世帯の増加 

 

できるだけ長く地域で暮らせるしくみがある 

移動、買い物手段の選択肢が増える 

住民、民間、行政の連携協働での地域づくり 

多様性を受容し、暮らしやすい地域にする  

 

生活支援等に参画する地域や仲間を増やす 

持続可能な地域の移動手段を検討計画実施  

地域商店や民間と連携した買い物支援 

作業所や施設、こども園等の相互交流 

 

移動を含む、様々な助けあいのしくみ化 

買い物や公共交通等の利便性向上の取り組み 

困りごとを抱える人が困ったと言える 

福祉施設との連携協働の取り組み 

 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ⱱᴴ ᵧ  r
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                                ～ふくしのまち 上那賀～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

~⁵ᶅ           1,248⁵ 

~65ṇˀῲĽ⁵ᶅ         811⁵ 

~᷈ ͯ            65.0p 

~ⅎ ₲             669ⅎ  

¤ Õ Ûᴘ Ỗ  

【上那賀地区】 地域福祉活動計画 

 

 

 

家が離れており、一人暮らしの方の 

見守りが不安 

きちんとした食事が取れているのか？ 

見守りする側も高齢化や人手不足 

 

配食サービスを月２回に！ 

⇒配食費用の負担軽減や補助 

高齢者のため給食センターを活用した 

食事の提供 

男性の配達や見守りの助っ人を増やす 

 

月２回の配食を！ 

⇒地域商店や食堂と連携や話し合い 

給食センターなどの設備活用を検討する 

フレイルサポーターと連携する 

 

１日１回は栄養バランスの摂れる食事を

提供できる仕組みづくりを検討 

見守り体制を検討していく 

いき 100 やフレイル予防の場へ参加し

てもらう 

どうする（具体的行動） 
なにを（活動内容） 

ᶩᶣ  

 

 

ボランティアの敷居が高い 

「誰か」がしてくれる感が強い 

地域を支える人材が不足 

若い世代が少ない 

 

地域での後継者の育成 

団体の担い手の発掘 

若い世代の団体づくり 

ちょっとした助けあいへの参加者を増やす  

 

担い手の育成に力を入れる 

まずは参加者を増やす！ 

シルバーの会員を増やして草刈りや 

軽作業の支援体制を構築する 

 

気軽に参加してもらえる仕組みづくり 

担い手の負担を軽減する 

ボランティア活動に参加者を増やす 

草刈りができる人材の確保（シルバー等） 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᵣ ᶄᵮ  ɭ
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Õ ῲ ή ֜ ˞Љ ἐ₲Gˢ ₦H 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

~Ἆӣ ƞƫƵƈťŤ ₲$γ˭₲ ~ƗƮŦƭŷƟ:Ɓ:%Õ  

 ƞƫƵƈťŤ %Ú           ~ −ố ˇ˭%13  
ƞƫƵƈťŤγ˭₲%128   ~ ⁵γ%37  

  
~ῲ ή ⁵űƫƘ Ḁγ   ~ēĜēĜ 100ṇ ꜘĽϋḼ Ӳ 

˂űƫƘ₲%ÕűƫƘ            ֜ γῺ₲%11Ěᾒ 
 γ˭₲%123 G ↑ 44  ᾟ↑ 79 H    ֜ ẇͽἐ₲%187  
 ʜ ˭₲%12   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

z 

 

高齢者や一人暮らしの方の手助け 

⇒買い物や移動の支援、草刈りなど 

家が離れており、近所の助けあいも難しい  

気軽に助けてとは言えない 

 

ささえあいで上那賀をＯＮＥチームに！ 

住民同士が協力しあい、生き抜く力をつける 

みんなでたすけあいができる仕組みをつくる 

 

 

生活支援の仕組みづくり 

まずは自分でできることから始める 

おたすけ隊でささえあい活動 

 

 

たすけあいの仕組みづくり 

（まずは少数からでも始めてみる） 

地域ボランティアの活性化 

おたすけ隊の立ち上げを検討 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᵴᵴᵧᵡ  r

 

 

移動支援の仕組みづくり 

生活上必要な移動（買い物・病院受診） 

免許返納者の移動支援 

車の運転が不安になってきた 

 

まずは生活支援団体を立ちあげる 

生活支援の一環で移動支援 

免許返納者の送迎 

木沢地区のような移動の仕組みづくり 

 

たすけあいの仕組み化（移動も含め） 

移送を伴う生活支援団体の立ち上げる 

⇒まずは小さく無理のない範囲で実施  

社協などと連携して移動についての情報収集 

 

移動面で課題がある人への訪問・聞き取り  

生活支援の取り組みを拡充 

移送や運転面での勉強会 

新しい移動手段について検討 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

┌  
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                                  ～ここから始まる木沢の底力～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᶩ  ˛  

~⁵ᶅ            467⁵ 

~65ṇˀῲĽ⁵ᶅ       310⁵ 

~᷈ ͯ          66.4p 

~ⅎ ₲         253ⅎ  

¤ Õ Ûᴘ Ỗ  

【木沢地区】 地域福祉活動計画 

 

 

 

災害時に配慮が必要な人へのサポート 

避難訓練や災害時の対応ができていない 

避難場所自体が危険なところにある 

災害時の連絡方法や移動手段 

 

避難訓練の実施 

避難の指示にすぐ命を守る行動 

避難場所の把握や安全な避難場所の確保 

安否確認の方法の把握 

 
木沢地区全体での避難訓練を実施する
災害時に地域でどうするか話し合いをする 
各家庭で非常用袋を備える 
安否確認の方法（ランプや旗などの 
目印）を考える 
避難場所を行政に相談し見直す 

 
自主防・消防団・行政・社協と連携して 
木沢地区全体での訓練や啓発活動を行う
一人ひとりが避難をする自覚を持つ 
防災への普段からの意識づくり 
新しい安否確認の方法を検討 
避難場所についての話し合い 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 
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ᶣ ᶍ  γ

 

 

出役事ができない人が増えてきた 

認知症が進んだ住民が多くなってきた 

見守り訪問していたがエリアが広い 

相談されることがいっぱいで時間がない 

 

困ったときは「お互いさま」の関係性づくり 

高齢者にやさしい町づくり 

木沢おたすけ隊(有償ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)の周知 

見守りの方法について考える 

 
もっと「木沢おたすけ隊」を PR する 
困ったときは「お互いさま」のささえあ
いのまちづくりを広げる 
相談されたら「つなぐ」も意識する 
困った時はおたすけ隊やご近助サポータ
ーなどを活用する 

 
まずは向こう三軒両隣を大切にする 
おたすけ隊の仲間づくり 
相談しやすい関係性づくり 
自分で抱え込まず社協や行政に相談する 
木沢でご近助サポーターを増やす 

どうする（具体的行動） 
なにを（活動内容） 

╓ᶆᶍᵴᵴᵧᵡ  r
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Õ ֜ ˞Љ ἐ₲Gˢ ₦H 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

~Ἆӣ ƞƫƵƈťŤ ₲$γ˭₲ ~ƗƮŦƭŷƟ:Ɓ:%×  

 ƞƫƵƈťŤ %×           ~ −ố ˇ˭%Ù  
ƞƫƵƈťŤγ˭₲%54   ~ ⁵γ%72  

  
~ ⁵≤ γ ~ēĜēĜ 100ṇ ꜘĽϋḼ Ӳ 

˂űƫƘ₲%ÓűƫƘ            ֜ γῺ₲%ÖĚᾒ 
 γ˭₲%54 G ↑ 20  ᾟ↑ 34 H    ֜ẇͽἐ₲%51  
 ʜ ˭₲%×   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

z 

 

いき 100 やグラウンドゴルフの維持 

つどいの場の世話役 

男性の参加者が少ない 

つどいの場への移動手段 

 

若い人が少ないので来てほしい 

新しい担い手の発掘や確保、育成 

男性にもっと出てきてもらいたい 

健康器具がある集まれる場所が欲しい 

 

次の世代のことについて考えていく 

つどいの場の維持のため「みんなで 

協力」して継続できるようにする 

新しいつどいの場を作る 

 

若い世代（次の世代）への声掛け 

担い手の発掘・確保 

世話役の負担を減らす 

つどいの場について社協や行政と検討 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᶣᶃᶈᵣᶍ ᶍ┐  

 

 

免許を返納したら買い物に行けない 

買い物などの移動難民が増加 

自分自身の運転が不安になってきた 

公共交通機関が少ない 

 

ボランティアタクシーの維持 

生活支援による買い物支援 

高齢者向けの運転講習 

買い物の選択肢を増やす 

 

ボランティアタクシーやおたすけ隊の 

担い手を確保することや仲間づくり 

移動手段の選択肢を増やす 

地元商店などに相談し移動スーパーを検討する 

 

ボランティアタクシーの維持のため 

担い手の発掘 

おたすけ隊で買い物や通院の支援 

移動スーパーの活用 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

ᵣ ᶣ ╪ᶗᶍ┌  
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                                  ～ この指とまれ スマイル木頭～

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

~⁵ᶅ           1"063⁵ 

~65ṇˀῲĽ⁵ᶅ        623⁵ 

~᷈ ͯ           58.6p 

~ⅎ ₲          598ⅎ  

¤ Õ Ûᴘ Ỗ  

【木頭地区】 地域福祉活動計画 

 

 

 

地域間で知らない人が増えてきた 

若者の横のつながりが希薄傾向 

超高齢化・超少子化や限界集落問題 

コロナの影響で地域行事が衰退 

 

お花を通じた人と人との交流を活性化 

若い世代に出会いの場を作る 

木頭踊りや産業文化祭の復活 

となり組の歌の啓発 

 

ᶣ ᶇ ᶇᶍᶃᶉᵫ  ɭ

 

病院への通院の移動手段 

高齢者の免許証返納 

買い物へ行く方法 

バス停までの移動 

 

 

気軽に使える移動サービスがほしい 

たすけあいによる生活支援 

家の前まで送ってくれる移動手段 

移動販売の充実 

 

 

買い物や送迎のお手伝いをする 

生活支援団体によるたすけあい 

人を乗せない買い物のお手伝いをする 

移動販売を充実させる 

 

 

まずは小地区・少人数で助けあい 

小地区での生活支援組織の立ち上げ 

移動販売（地元商店・コンビニ）に相談 

 

どうする（具体的行動） なにを（活動内容） 

┌ ᶣ ᵣ  

 

お花の活動でつながりや交流人口を増やす 

出会いの場所のお手伝いをする 

ママ友交流会を実施する 

地域の行事を復活させる 

となり組の歌を集まりで歌う 

 

どうする（具体的行動）  

お花いっぱいのボランティア活動 

独身の人への声掛け・ママ友との交流会

隣りどうしの挨拶・日頃の声掛け 

地域の行事を通じてまちの活性化 

となり組の歌をチャイムに！ 

 

なにを（活動内容） 

512 501 484 453 440

664 656 642 624 623
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Õ ֜ ˞Љ ἐ₲Gˢ ₦H 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

~Ἆӣ ƞƫƵƈťŤ ₲$γ˭₲ ~ƗƮŦƭŷƟ:Ɓ:%13  

 ƞƫƵƈťŤ %Ú            
ƞƫƵƈťŤγ˭₲%73   ~ −ố ˇ˭%11  

  
~ ⁵űƫƘ Ḁγ ~ēĜēĜ 100ṇ ꜘĽϋḼ Ӳ 

˂űƫƘ₲%ØűƫƘ            ֜γῺ₲%ÚĚᾒ 
 γ˭₲%184 G ↑ 49  ᾟ↑ 135 H    ֜ ẇͽἐ₲%136  
 ʜ ˭₲%Ú   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

z 

 

地域に困っている高齢者が増えてきた 

つどいの場の参加者が減ってきた 

つどいの場への移動手段 

担い手不足や高齢化 

 

 

小さな圏域での支え合いの仲間づくり 

いき 100 が立ち上がっていない地区への声掛け 

担い手だけに負担をかけないように 

みんなで協力する 

つどいの場への送迎も含めた生活支援 

 

まずは小さな圏域で助けあい 

つどいの場の拡充や内容の充実

担い手になってくれそうな人の発掘・声掛け 

移動手段に困っている人へ手助け 

どうする（具体的行動） 
なにを（活動内容） 

ᵧᵡᵣᶣᶃᶈᵣᶍ ᶍ  

 

 

防災組織の見直しや訓練ができていない 

避難場所や経路の周知が不十分 

災害時の安否確認の方法 

大雨や地震時への備え 

 

 

 

自主防の活性化や訓練の実施 

避難場所や経路をしっかり周知する 

災害時への備えをする 

雨量計の設置場所を住民で話し合い 

 

 

ボランティアのつどいで「防災」をテー

マに訓練の実施 

避難場所や経路について地域で話し合い 

災害時に必要なものを確認する 

なにを（活動内容） 

  

 

木頭地区の見守り隊（小地区でおたすけ隊） 

つどいの場（いき 100 等）の継続 

地域を考える座談会に関心を持ってもらう  

地域で新しい担い手を増やす 

 

 

住民と社協で防災の取り組みを促進する 

避難経路を散歩コースにする 

避難袋や履きやすい靴を備える 

雨量計の設置場所について検討する 

 

どうする（具体的行動） 
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 ２． 那賀町地域福祉計画策定委員会設置要綱 

○那賀町地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

平成23年10月1日 

告示第20号 

改正 平成28年3月31日告示第28号 

令和3年7月1日告示第28号 

(設置) 

第1条 この要綱は、那賀町の福祉、保健、医療施策の指針となる那賀町地域福祉計

画(以下「計画」という。)を策定するとともに、その理念や目標を同じくする那賀

町地域福祉活動計画(以下「活動計画」という。)を策定するため、その総合的な事

項の検討を行う那賀町地域福祉計画・地域活動計画策定委員会(以下「委員会」と

いう。)を設置する。 

(所掌事務) 

第2条 委員会は、次の事務を行う。 

(1) 計画及び活動計画の策定に関する事項 

(2) その他計画及び活動計画の策定に関して必要な事項 

(組織) 

第3条 委員会は、委員15人以内をもって組織する。 

2 委員は、福祉・保健・医療関係者、学識経験者、行政関係機関等から町長が委嘱

する。 

(委員長及び副委員長) 

第4条 委員会に、委員の互選により委員長及び副委員長を置く。 

2 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

はその職務を行う。 

(会議) 

第5条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

2 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 委員長は、必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させることができ

る。 

(任期) 

第6条 委員の任期は、計画及び活動計画の策定が完了するまでの期間とする。 
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(庶務) 

第7条 委員会の庶務は、保健医療福祉課において行う。 

(その他) 

第8条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は委員会にお

いて定める。 

附 則 

この要綱は、平成23年10月1日から施行する。 

附 則(平成28年3月31日告示第28号) 

この要綱は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(令和3年7月1日告示第28号) 

この要綱は、令和3年7月1日から施行する。 
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 ３． 那賀町地域福祉計画策定委員会委員名簿 

 

氏名 所属 役職 計画役職 

久川 治次郎 那賀町議会 厚生常任委員長 委員長 

伊藤  英志 那賀町社会福祉協議会 会  長 副委員長 

佐々木 輝義 那賀町身体障害者連合会 会  長  

大西 英雄 那賀町民生児童委員協議会 会  長  

橋本 養二郎 那賀町老人クラブ連合会 会  長  

西口 瑞栄 那賀町婦人会 会  長  

䕃山 雅彦 那賀町ＰＴＡ 会  長  

鬼頭 秀樹 上那賀病院 院  長  

濱田 邦美 相生包括ケアセンター センター長  

谷  浩行 木頭小中学校 校  長  

峯田 繁廣 那賀町役場 副町長  

西村 文孝 那賀町消防署 署  長  

山脇 孝彦 

保健センター・地域包括支援

センター新型コロナウイルス

感染症対策室 

センター長 室長  

 

 


